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第1章 序論 
 
 
1.1 はじめに 
計量（計測）は科学技術の礎となるだけでなく、商取引や日常生活などあらゆる活動に
関係する基本的なものである。正しく計量し、計量より得られた結果を比較するには、共
通の尺度である「計量の基準」が必要となる。こ の「計量の基準」は計量標準（measurement 
standard）と呼ばれる。現在、多くの国が、その国における計量標準（国家標準、national 
measurement standard）を、国際単位系という枠組みの中で確立し、運用している。 
 本論文は、計量標準のひとつであるコンデンサ（キャパシタ）の静電容量（キャパシタ
ンス）の国家標準（キャパシタンス標準）に関する一連の研究から成る。キャパシタンス
標準について理解を深めるには、その実現に係る技術的な見地からだけでなく、計量標準
を取り巻く制度的側面からも、その背景を理解しておくことが重要となる。そのため、本
章では、まず、計量標準について、制度的および技術的な面から、その背景について記述
する。次に、本研究の目的を記述する。 
 
 
1.2 本研究の制度的な背景 
1.2.1 国際単位系 
 世界共通の実用的な計量単位として、国際的に定められた単位系が国際単位系（仏:  Le 
Système International d'Unités、英: The International System of Units、略称：SI）である[1]。SI
は、1960年にメートル条約加盟国が一堂に会する条約下の最高議決機関（国際度量衡総会：
CGPM）で決議された。日本は1885年にメートル条約へ加盟している。 
SIは、SI基本単位と呼ばれる少数の単位によって単位系を定義し、それら基本単位を組
み立てる（べき乗の積として定義する）ことで全ての量の単位を与えるものである[2]。その
構成は、大きく分けて「SI基本単位」「SI組立単位」「SI接頭語」から成る。SI単位の構成
を図1-1にまとめる。 
日本において、適正な計量の実施を確保するために制定された法律が計量法である（1952
年施行）。1992年の計量法改正で“計量単位のSI化”が導入された。その際、非SI単位を段
階的に計量単位から削除することにより、原則として1999年9月30日までにSI単位への
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統一を行った[3]。この統一のため、天気予報等で用いられていた気圧の単位の変更（mbar
（ミリバール）からhPa（ヘクトパスカル）へ変更）などがあった。 
 
現在の国際単位系(SI)の構成
SI基本単位
・7個の基本単位（m, kg, s, A, K, mol, cd)
SI組立単位
・固有の名称をもつSI組立単位
（rad, Hz, N, V, Ω, Fなど)
・基本単位を用いて表されるSI組み立て単位
( m/s, m3, kg/m3など)
SI接頭語
・T (1012), M (106), μ (10-6), p (10-12)など20個  
 
図1-1 SI単位の構成（[2]を参考に作成） 
 
1.2.2 トレーサビリティ制度[4] 
 1992年の計量法改正において、“計量単位のSI化”と共に大きな柱とされたのが”計量標準
供給制度の創設”である。計量標準供給制度は校正事業者認定制度(Japan  Calibration  Service 
System: JCSS、2005年より校正事業者登録制度)と合わせて計量法トレーサビリティ制度と呼
ばれる。この制度は、先端技術分野や工業生産における高精度計測や品質管理の信頼性確
保を目的として創設された。 
計量法トレーサビリティ制度の概要を図1-2にまとめる。この制度では、独立行政法人産
業技術総合研究所（AIST）計量標準総合センター（NMIJ）等が国家標準を確立する。そし
て、切れ目のない校正（calibration）の連鎖を通して、ユーザーによる測定の結果が国家標
準へ関連付けられるようになった。この制度に基づいて行われた校正の結果は、JCSSロゴ
マーク付きの校正証明書へ記載される。 
 日本以外の各国においても、それぞれの国の内情に則したトレーサビリティ制度が確立
されている。NMIJのように、国を代表して国家標準を確立・維持し、さらに高度な国家標
準の研究開発を行う機関を国家計量標準機関（National Metrology Institute: NMI）と 呼 ぶ 。代
表的な海外のNMIとして、ドイツの物理工学研究所（Physikalisch-Technische Bundesanstalt : 
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PTB）、イギリスの国立物理学研究所（National  Physical  Laboratory:  NPL）、アメリカの標準
技術研究所（National Institute of Standards and Technology : NIST）がある。 
 産業界等のユーザーが望む国家標準を立ち上げ、そのトレーサビリティ体制を確立する
ことはNMIの重要な任務のひとつである。また、確立したトレーサビリティ制度を維持し
続けるために、国家標準による校正の結果の妥当性を適宜確認し国家標準の信頼性を保つ
こともNMIの重要な任務である。 
 
独立行政法人
産業技術総合研究所（AIST)
計量標準総合センタ （ーNMIJ） 等
登録事業者
登録事業者
ユーザ（試験所、工場 等）
jcss校正証明書の発行
JCSS校正証明書
の発行
計量計測のト � ー サビ�ティ
独立行政法人
製品評価技術基盤機構（NITE）
認定センタ （ーIAJapan）
計量法関連法規及び
ISO/IEC17025に基づく審査・登録
他の国の国家計量機関
計量標準の
国際比較（同等性の確認）
 
 
図1-2 計量法トレーサビリティ制度の概要 ([4]を基に作成) 
 
1.2.3 国際相互協定と国際比較[5][6] 
経済の著しいグローバル化に対応するため、計量標準の国際相互承認協定（Mutual 
Recognition  Arangement：CIPM  MRA）が締結され、2005年より発効された。この協定は、
NMIを頂点とする各国の計量計測のトレーサビリティ体系を相互に信頼し、他国の国家標
準の校正データを自国でもそのまま同等と認め、その校正証明書を自国でも受け入れる仕
組みを構築したものである。この仕組みにより、製品検査時の試験器等がCIPM MRAに対
応した国家標準と関連付けられる場合、この試験器で検査された製品等の試験成績書がワ
ンストップで相手国に受け入れられることが可能となる（One-Stop-Testing）。
One-Stop-Testingにより、国際間の取引において重複して行われていた試験を省くなどの貿
易障壁の除去が可能となり（図 1-3）、その結果、製品のコストを下げることができる、製
品が市場に出るまでの時間を短縮することができるなど、多くのメリットが期待できる。 
このCIPM MRAにおいて非常に重要となるのが、国家標準間の同等性を確認するために
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NMI間で行う比較試験（国際比較）である。国際比較では、同一の校正対象を複数のNMI
で持ち回り、その校正結果を比較することで、国家標準の同等性の確認を行う。また、こ
の国際比較は、国家標準による校正の結果の妥当性確認にも、非常に有効である。しかし
ながら、国際比較の実施には参加する各国NMI間の調整が必要となるため、国際比較を頻
繁に行うことは容易ではない。そのため、実施間隔が10年以上となることもめずらしくな
い。 
 
産業技術総合研究所
計量標準総合センター
（NMIJ)
校正事業者
ユーザ
（試験所、工場等）
国家計量
標準機関（NMI)
校正事業者
ユーザ
（試験所、工場等）
A国
国家計量
標準機関（NMI)
校正事業者
ユーザ
（試験所、工場等）
B国
貿易障壁のない
自由な取引 貿易障壁のない自由な取引
メ トール条約への加盟
国際相互承認の締結
国際基幹比較への参加
 
 
図1-3 国家計量機関を頂点とした計量標準の信頼性確保の枠組み（[6]を参考に作成） 
 
1.2.4 より信頼性の高い標準の実現に向けた取り組み 
 国家標準を確立し、その国家標準を頂点としたトレーサビリティ体系を整備し、国際的
にそのトレーサビリティ体系が受け入れられるよう国際比較へ参加することは、NMIの重
要な任務である。この任務に加え、標準のトレーサビリティ体系が一旦整備されたとして
も、その時点での最新の科学的知見や利用できる最高の技術を用いて常にその高度化に取
り組んで行くことも、NMIにとって非常に重要な任務のひとつとなっている。 
標準の高度化への取り組みの具体例として、日本における電圧・電気抵抗標準の変遷を
表 1-1にまとめる。日本における電圧・電気抵抗標準は、日本の電気分野におけるNMIで
あった電気試験所（ETL：後の電子技術総合研究所。2001年よりAISTに改編され、標準関
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連業務はNMIJが継承）を中心に発展した。 
 
表1-1 日本の電圧・電気抵抗標準の歴史（[7]を参考に作成） 
年代 日本の電圧・電気抵抗標準に関する特記事項 
1900年（ 明 治41年） 【国際】万国電気単本位会議開催、国際電気単位を決議 
1910年（ 明 治43年） 電気測定法発布、国際電気単位採用 
1911年（明治44年） 電圧副原器（標準電池）を整備 
1914年（ 大 正3年） 水銀抵抗原器で国際オームを実現、抵抗副標準で維持開始 
1916年（ 大 正5年） 電流原器（銀分離器）と水銀抵抗原器で国際ボルトを誘導 日本独力の国際電気単位の完成。 
1921年（ 大 正10年） 【国際】CGPMが電気単位のメートル条約への統合を決議 
1923年（ 大 正12年） 関東大震災により標準器焼失 
1937年（ 昭 和12年） 電流天秤による絶対測定でアンペア標準を実現 相互誘導器を用いる絶対測定で絶対オームを実現 
1956年（ 昭 和31年） 【国際】クロスキャパシタの発案 
1960年（ 昭 和35年） 【国際】CGPMが国際単位系（SI）の採用を決議 
1962年（ 昭 和37年） 【国際】ジョセフソン効果の発見 
1964年（ 昭 和37年） 標準自己誘導器を用いて抵抗標準を絶対測定 
1966年（ 昭 和41年） 電気測定法を計量法に統合、旧電気測定法は廃止 
1967年（ 昭 和42年） クロスキャパシタを用いてキャパシタンス標準を絶対測定 
1972年（ 昭 和47年） 
【国際】CIPMの電気諮問委員会（CCE）が以下を勧告 
・オームをクロスキャパシタにより実現すること 
・ボルトを2e/hの値を定めて維持すること 
1976年（ 昭 和51年） クロスキャパシタを用いて抵抗標準を絶対測定 
1977年（ 昭 和52年） クロスキャパシタとジョセフソン電圧標準を基礎とする電気標準体系へ移行 
1980年（ 昭 和55年） 【国際】量子ホール効果の発見 
1990年（ 平 成2年） 
【日本および国際】 
・ジョセフソン効果（ジョセフソン定数の協定値）を用いた電
圧標準と、量子ホール効果（フォン・クリッツィング定数の協
定値）を用いた抵抗標準を基礎とする電気標準体系を採用 
 
ETLは、欧米からの技術導入を行い、1916年には国際電気単位の設定を独力で完成させ
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た。この完成以降、日本における電圧・電気抵抗標準は、その時点での最新の科学的知見
や利用できる最高の技術を取り入れながら、より普遍性の高いものへと高度化されている。
近年で注目されるのは、1990年に、ジョセフソン効果と量子ホール効果という 2つの量子
効果に基づいた、極めて普遍性の高い電気標準体系を採用した点である。 
 
 
1.3 本研究の技術的な背景 
1.3.1 キャパシタンス標準の必要性 
キャパシタンスは基本的な物理量のひとつであるため、電気分野に限らず、あらゆる分
野において取り扱われている。そのため、日本においてキャパシタンスの国家標準（キャ
パシタンス標準）を確立・維持・管理し、その高度化を目指すことは、先端科学や学術研
究の屋台骨を支えるために、非常に重要であるといえる。また、日本の産業界にとって、
キャパシタンス標準は非常に重要な計量標準の一つとなっている。 
積層セラミックキャパシタなどの電子部品製造産業は、日本のものづくり産業の中で大
きな位置を占めている。その市場規模はキャパシタだけでも1兆円ほどと推定されている[8]。
また、次世代エネルギーデバイスとして蓄電用キャパシタへの期待が高まっている。その
ためエネルギー分野においても、キャパシタの需要拡大が見込まれている。電子部品メー
カーで製造されたキャパシタは、顧客である自動車産業、電気・通信機器産業等へ供給さ
れ、顧客先にて製品の製造に利用されている。近年、顧客から、キャパシタに対してさら
なる信頼性向上の要求がなされている。また、この要求に関連して国際規格、たとえば“試
験所および校正機関の能力に関する国際規格 : ISO/IEC 17025”など、への適合が強く求めら
れている。これら規格では、国家標準への計量計測トレーサビリティの確保が要求されて
いる。信頼性向上および規格適合という顧客からの 2つの要求へ応えるため、日本国内の
電子部品メーカーはキャパシタ製造ラインにおける検査装置等への計量計測トレーサビリ
ティの確保を進めるなどの対応を行っている。 
日本国内の電子部品メーカーにおいて確立されている、キャパシタンス標準を頂点とし
たトレーサビリティ体系の一例を図1-4に示す。電子部品メーカーにおいて製造されたキャ
パシタは、製造現場に備え付けられた検査装置等を用いて、そのキャパシタンスを測定す
ることで品質が検査される。検査装置等は、その企業の品質管理を統括する部門（品質管
理部門）が保有する標準キャパシタによって校正される。品質管理部門の標準キャパシタ
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は、NMIJが維持・管理するキャパシタンス標準（計量法上の特定標準器：キャパシタンス
測定装置）によって校正される。このように、品質検査のための測定結果が切れ目のない
比較の連鎖を通じてより上位の標準へと遡ることが可能な体制（トレーサビリティ体系）
を構築することにより、最終製品であるキャパシタの品質が担保される。 
 
産業技術総合研究所
計量標準総合センター
企業の品質管理部門
国家標準
企業の
製造担当事業所
製品（キャパシタ）
評価・検査
LCRメ ターー等
の測定機器
標準キャパシタ
キャパシタンス
測定装置
 
図1-4 キャパシタンス国家標準を頂点としたトレーサビリティ体系の一例 
 
1.3.2 キャパシタンスの単位 
 キャパシタンスの単位は、SIでは固有の名称をもちF（ファラッド）と表記する。1 Fは、
「1 Cの電気量を充電したときに1 Vの電圧を生ずる2導体間の静電容量」であり、Fを先
のSI基本単位で書き表すと、 
F = C/V = m-2·kg-1·s4·A2   (1-1) 
となる[2]。(1-1)においてCは電気量、Vは電圧を表す。 
 1 Fというキャパシタンスは、実用的には非常に大きな値である。そのため、電気二重層
キャパシタなどが実用化される近年まで、この様な容量のキャパシタンスは一般的ではな
かった。近年まで、キャパシタは主として電子回路などで素子として使用され、その値は
pFやμFなどの微小な値が一般的であった。このような背景から、世界的に、キャパシタン
ス標準はpFやμFといった微小な値を中心にして発展を遂げた。 
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1.3.3 キャパシタンス標準の実現方法 
 第二次大戦後における、キャパシタンス標準の実現方法の変遷についての概説していく。 
1948年、アメリカ国立標準局（現NIST）のMoonらが形状寸法からキャパシタンスを理
論的に計算できるキャパシタを開発した[9]。この時に製作されたガード・リング型と呼ばれ
るキャパシタのキャパシタンスは5 pFから0.1  pFで、その精度は10-3であった。日本にお
いてもガード・リング型の変形である電試型標準器がETLで製作され、その精度は1 pFで
10-4であった[10]。ガード・リング型のキャパシタでは、そのキャパシタンスを決めるために、
すべての部材の形状寸法を測定する必要があった。しかしながら、この測定は非常に困難
であったため、この方式によるキャパシタンス標準の精度向上は難しい状況であった。 
1956年、オーストラリアのA.  M.  ThompsonとD. G.  Lampardにより、クロスキャパシタ
という新たな構造のキャパシタが提案された [11] 。クロスキャパシタは、互いに平行に配置
された 4本の電極棒を用いる特殊な形状のキャパシタである。その対向する 2組の電極の
間にはキャパシタンス（クロスキャパシタンス）が存在する。クロスキャパシタの特徴は、
その全体を真空中におけば、単位長さあたりのクロスキャパシタンスが理論的に
(ε0ln2)/π=1.953549043… pF（ε0 : 真空中の誘電率）で与えられることである。この特徴は、1
方向の長さのみを精密に計測すれば、キャパシタンスを精密に決められることを表してい
る。ただし、実際にクロスキャパシタを製作するには、電極棒の表面粗さや、電極棒を配
置する際の平行度など、機械加工・組み立ての精度が極めて重要になる。また、クロスキ
ャパシタによるキャパシタンスの測定は容易ではなく、熟練の技術を必要とする。そのた
め、クロスキャパシタを用いて小さな不確かさの（高精度な）キャパシタンス標準を実現
するのは容易ではない。公称キャパシタンスに対して0.1 μF/F (ppm)より小さな不確かさを
達成しているのは、現在、オーストラリア、アメリカ、ドイツ、フランスなどごく少数に
とどまっている[12]-[15]。日本では、過去にETLがクロスキャパシタを製作・実現ており、そ
の不確かさは0.2 μF/F程度であった[16][17]。 
現在、量子化ホール抵抗（Quantized Hal Resistance: QHR）を基準にキャパシタンス標準
を実現する方法が、クロスキャパシタと並んで、各国で採用されている。QHRは量子ホー
ル効果に基づいて決まる電気抵抗[18]で、直流抵抗標準の起点として世界的に用いられてお
り、日本においても1990年からETLがQHRに基づいた直流抵抗標準の供給を行っている
[19]。ブリッジ回路およびその精密評価技術を駆使することにより、QHRを基準としてキャ
パシタンス標準を実現することが可能となる（QHRを基準にキャパシタンス標準を実現す
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る方法については、2章で詳細に説明する）。国家標準の分野では標準を確立するだけでな
く、確立した標準を安定的に長年にわたって維持し続けることも必要となるため、標準を
開発した後の維持・管理の側面を考慮することも非常に重要になる。直流抵抗標準とキャ
パシタンス標準は同じ電気標準というカテゴリーに属するため、これら標準の間での装置
の共有化、効率化等のメリットが期待できる。このように維持・管理の側面に着目すると、
クロスキャパシタより、QHRを基準にキャパシタンス標準を実現する方法の方が有利であ
るといえる。このような背景から、日本ではETLが、1990年代半ばから QHRに基づくキ
ャパシタンス標準の確立に向けた研究開発に取り組み、2001年以降は NMIJがその研究開
発を引き継いだ。そして、2002年より、QHRに基づくキャパシタンス標準の供給を開始し
た。NMIJのキャパシタンス標準の標準不確かさは最高（もっとも小さい不確かさ）で、
0.04 μF/Fと見積もられている[20]。日本以外でQHRに基づくキャパシタンス標準を確立して
いるのは、イギリス、イタリア、台湾、そして国際度量衡局（Bureau International des Poids et 
Mesures : BIPM）などである[21]-[24]。 
現在、NMIJを含む各国の NMIにおいて、キャパシタンス標準の確立に用いられている
のは直流におけるQHR（dc  QHR）である。これを交流におけるQHR（ac  QHR）に置き換
えることにより、標準の長期的な信頼性の向上、および、より普遍性の高い標準の確立が
できると期待されている。そのため、ac QHRを基準としたキャパシタンス標準の実現に向
けた研究が進められている [25]。 
 
 
1.4 本研究の目的 
計量（計測）の信頼性を確保するために、国の計量の基準である国家標準が整備され、
国家標準を頂点にしたトレーサビリティ体系が整備されている。この体系が整備されるこ
とにより、先端技術分野や産業界等で使用される計測機器等の信頼性が担保され、最終的
に科学技術の発展や国際通商の活性化などへと結びついている。標準のトレーサビリティ
体系が一旦整備されても，その時点での最新の科学的知見や利用できる最高の技術を用い
て、常にその高度化に取り組んで行かねばならない。 
本研究の目的は上述の背景に基づき、新たな校正手法・計測機器の長期安定性評価・標
準の維持管理といったキャパシタンス標準へ応用可能な計測に関する幅広い技術の研究を
行うことで、我が国のキャパシタンス標準の高度化・高信頼化へつながる計測技術の基盤
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を固め、キャパシタンスに係る科学技術及び産業技術の発展に資するものである。 
この目的を達成するため、我が国のキャパシタンス標準を実現する手順において、図1-5
に示す一連の計測技術の研究を行う。 
 
【第5章】量子効果に基づく計測・評価技術
量子化
ホール抵抗
交直差
計算可能
抵抗器
標準
キャパシタDC
交流
抵抗器 測定回路
【第3章】次世代の基準
に対応した計測技術
【第6章】校正結果の妥当性確認手法
【第4章】より安定な計測機器開発
キャパシタンス標準実現の手順
キャパシタンス標準の高度化・高信頼化を
成し遂げるための計測技術  
図1-5 本研究で行う一連の研究 
 
1.5 本論文の構成 
 本論文は全7章から構成されており、以降の各章の概要は以下のとおりである。 
 第2章でキャパシタンス標準の実現の基礎となる計測技術について述べた後、3章以降で
一連の研究について展開する。 
 第 3章では、キャパシタンス標準の次世代の基準に対応した計測技術の開発について述
べる。ac QHRの導入で、キャパシタンス標準の長期信頼性が向上し、より普遍性の高い標
準が実現できると期待されている。しかしながら、その実現までにはまだ解決すべき課題
が存在する。本章では、課題のひとつである”既存標準との校正条件の一貫性の確保”を解決
する計測技術の開発を行う。 
 第 4章では、キャパシタンス標準で使用している計測機器について、より安定な計測機
器の導入に向けた研究について述べる。キャパシタンス標準において、交流抵抗器は標準
キャパシタとの比較に使用される非常に重要な計測機器である。本章ではキャパシタンス
標準において現在使用している交流抵抗器の課題を明らかにする。また、この課題を解決
に導き得る新たな抵抗器の性能を詳細に評価し、キャパシタンス標準において使用可能な
性能を有することを実験的に明らかにする。 
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 第 5章では、キャパシタンス標準へ応用可能な、量子効果に基づく計測・評価技術の開
発について述べる。キャパシタンス標準の実現にはブリッジ回路を用いた精密計測が必須
となり、そのブリッジ回路の評価では電圧の比（分圧比）の校正が重要となる。分圧比校
正の基準として電磁誘導現象を利用した分圧器（誘導分圧器）が広く利用されているが、
誘導分圧器の比は経時変化をするため定期的な校正作業が欠かせない。本研究では、分圧
比の経時変化のない量子効果に基づいた分圧器（QHR分圧器）の開発を行う。QHR分圧器
を製作し、その分圧比を定量的に評価することで、QHR分圧器が高精度測定に使用可能で
あることを実証する。 
第 6章では、キャパシタンス標準による校正結果の妥当性確認手法について、より信頼
性の高い手法の開発について述べる。キャパシタンス標準の高い信頼性を維持し続けるに
は、キャパシタンス標準による校正の結果の妥当性を適宜確認する手法を確立することが
重要となる。本研究では、従来からの妥当性確認手法に新たな知見を加えることで、従来
手法では不可能であった不具合発生時の原因判別を可能にする。そして、その手法を実際
の適用し、有用性を示す。 
 第7章は本論文のまとめと結論である。 
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第2章  
キャパシタンス標準を実現するための技術 
 
 
2.1  NMIJにおけるキャパシタンス標準の実現 
NMIJで確立されている日本のキャパシタンス標準の測定手順[1]を図2-1に示す。 
 
直流量子化
ホール抵抗(QHR)
直流抵抗器
(100 Ω)
極低温
電流比較器
交直差計算可能
抵抗器(10 kΩ)
交流抵抗器
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4端子対型ブリッジ回路
標準キャパシタ
(1000 pF)直角相ブリッジ回路
(周波数1.592 kHz )
標準キャパシタ
(100 pF)
標準キャパシタ
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2端子対型ブリッジ回路
直流測定
交流測定  
 
図2-1 量子化ホール抵抗を起点としたNMIJのキャパシタンス標準 
 
図 2-1の測定手順の詳細は以下のとおりである。まず、QHRを基準に、極低温電流比較
器を用いて、直流抵抗器（公称抵抗値100 Ω）の直流抵抗値を校正する。次に、この100 Ω
抵抗器を基準として、交直差計算可能抵抗器（公称抵抗値10 kΩ）の直流抵抗値を極低温電
流比較器で校正する。交直差計算可能抵抗器を利用すると、測定した直流抵抗値と、交直
差計算可能抵抗器の内部構造を基に計算で求められる抵抗値の周波数特性から、ある周波
数f [Hz]における交流抵抗値を決めることができる。このようにして決めた交流抵抗値をも
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とに、4端子対型ブリッジ回路を用いて、交流抵抗器（公称抵抗値100 kΩ）の交流抵抗値を
校正する。この100 kΩ交流抵抗器を基準として、直角相ブリッジ回路を用いて標準キャパ
シタ（公称キャパシタンス値1000 pF）のキャパシタンスを校正する。公称値100 pFの標準
キャパシタは公称値 1000  pFのものを基準に、2端子対型ブリッジ回路を用いて校正する。
公称値10 pFの標準キャパシタは公称値100 pFのものを基準に、2端子対型ブリッジ回路を
用いて校正する。 
産業界等から持ち込まれるキャパシタの校正依頼品は、上述の手順で校正した NMIJの
1000 pF、100 pF、および10 pF標準キャパシタとの比較測定によって校正する。また、NMIJ
では、1000 pF標準キャパシタを基準として、μFオーダーおよびmFオーダーの大容量キャ
パシタンス標準も確立している[2]-[4]。 
図2-1のキャパシタンス国家標準の測定手順のうち、交直差計算可能抵抗器以降の交流測
定で使用する測定機器は“キャパシタンス測定装置”と呼ばれる。図2-2にキャパシタンス測
定装置の写真を示す。 
 
4端子対型
ブリッジ回路
2端子対型
ブリッジ回路
直角相
ブリッジ回路
交直差
計算可能抵抗器
100-kΩ
交流抵抗器
（専用温調器に収納）
1000-pF標準キャパシタ
（専用温調器に収納）
100-pFおよび10-pF
標準キャパシタ
（専用温調器に収納）  
図2-2 キャパシタンス測定装置 
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 図2-1に示した一連の測定手順で重要となる精密測定技術について、以下にその詳細を記
述する。また、測定の確からしさを定量的に表すための尺度である“測定の不確かさ”につい
ても本章で説明する。 
 
 
2.2 キャパシタンス標準の実現に必要な精密測定技術 
2.2.1 量子化ホール抵抗 
ホール効果は、金属や半導体から成る素子を磁場中に置き、磁場と直角な方向に電流を
流すと、磁場と電流の両方に対して直角となる方向に起電力が生ずる現象である。この現
象において、起電力と電流の比は抵抗の次元をもつことからホール抵抗と呼ばれる。通常
の素子では、ホール抵抗は磁場に比例する。 
ここで、電子が2次元状に分布する状態（2次元電子系）を考える。このような状態は半
導体の界面を利用して実現できる。この2次元電子系を実現する素子を、図2-3に示すよう
に、極低温下（～0.5 K）におき、非常に強い磁場（～10 T）を加えてホール抵抗Rxy（図2-3
のホール電圧Vxyと電流Iの比）を測定する。すると、Rxyが磁場に対して非線形な特性を示
し、ある磁場の範囲に対して抵抗値が一定値（プラトー）を示す。図2-4は量子化ホール抵
抗の測定例であり、磁束密度が約10 Tから12 Tに渡って、Rxyが一定値: 12.9064035 kΩを
示している。このプラトーにおけるホール抵抗の値(RH)は、基礎物理乗数（プランク定数h
と素電荷e）の組み合わせで与えられる。この現象が量子ホール効果と呼ばれる[5]。この量
子ホール効果によって与えられる電気抵抗が、量子化ホール抵抗（QHR）と呼ばれる。RH
はh/e2の自然数に量子化され、次式で与えられる。 
RH(i) = h/ie2   (2-1) 
ここでiは0以外の自然数である。図2-4においてRxyが一定値: 12.9064035 kΩを示すプラ
トーは、i=2の領域である。 
 また、図 2-3の縦電圧 Vxxと電流 Iの比は、縦抵抗(Rxx)と呼ばれる。Rxxは、Rxyがプラト
ーを示す領域でゼロに近い最小値をとる。 
 量子化ホール抵抗において、電流Iが直流の場合を直流量子化ホール抵抗（dc QHR）、 交
流の場合を交流量子化ホール抵抗（ac  QHR）と呼ぶ。現在、NMIJおよび各国のNMIにお
いて、キャパシタンス標準の起点として用いられているのはdc QHRである。 
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図2-3 量子化ホール抵抗の原理図 
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図2-4 量子化ホール抵抗および縦抵抗の測定結果の例[6] 
 
QHRは基本的には素子のサイズや物質、作製条件などによらない極めて高い普遍性を持
つ効果であり、サイズや物質の違いによる値の不確かさは 3.5×10-10以下であることが確認
されている[7]-[9]。量子ホール効果が実験的に確認されたのは 1980年と比較的最近のことで
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あるが[5]、普遍性が極めて高いことから、1988年にはQHRを基準に直流抵抗の標準を確立
する方法が世界的に合意された[10]。日本においては、ETL（現NMIJ）がこの合意に基づき、
1990年よりQHRに基づいた直流抵抗標準の供給を行っている。 
 ここで注意が必要なのは、プランク定数hや素電荷eなどの基礎物理乗数は、国際科学会
議（International Council for Science : ICSU）の科学技術データ委員会（Commitee on Data for 
Science and Technology: CODATA）によって定期的に再調整がなされることである。再調整
のたびに抵抗標準の値が変わってしまっては、世界的に整合性のとれた標準を設定する上
で混乱を招きかねない。そこで 1988年に CGPMの代執行機関である国際度量衡委員会
（Comité International des Poids et Mesures : CIPM）によって、h/e2の代わりにフォン・クリッ
ツィング定数RKが新たに定義された。RKの2010年C O D ATA推奨値は 
RK＝25812.8074434(84) Ω  (2-2) 
である[11]。また、この値から不確かさを除いた定義量であるフォン・クリッツィング定数
の協定値RK-90が以下の値で定義されている[12]。 
RK-90＝25812.807 Ω   (2-3) 
  1990年 1月 1日から世界で一斉に、この協定値 RK-90を基に抵抗標準の供給がなされる
ようになった。この協定値RK-90の導入により、QHRを基にした、世界的に整合性のとれた
抵抗標準の供給体制が確立された。 
 QHRを直流抵抗の基準として用いるだけでなく、より広範な精密測定に応用するための
試みもなされている。その試みの一つが前述のac  QHRである。ac  QHRにより基礎物理乗
数の組み合わせのみで交流の抵抗値を決めることができる。このため、ac QHRをキャパシ
タンス標準の新たな起点として利用するための研究開発[13]が進んでいる（本論文 3章に関
連）。また、微細加工技術の進展により、複数の QHR素子を 1枚の基板上に集積化させる
ことが可能となった。この集積化の技術を利用して、QHR素子を直並列に接続して任意の
抵抗値を実現するQHRアレーの研究[14]や、本論文5章で取り扱うQHR素子で構成した分
圧器の開発が行われている。 
 
2.2.2 電流比較器 
 直流電流比較ブリッジ回路（Direct Curent Comparator Bridge Circuit: DCCブリッジ回路）
は、直流において、基準抵抗（抵抗値R1）を基に、被測定抵抗（抵抗値R2）を高精度に測
定するために使用されるブリッジ回路である。図2-5にその原理図を示す。 
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図2-5の回路において、2つの電流の比I1/I2の値を変えて、検出器Gがゼロを示したとす
る。このときV1=I1R1とV2=I2R2は等しくなっており、次の関係が成り立つ。 
R1 / R2 = I2 / I1   (2-4) 
 (2-4)式右辺の電流比は、電流比測定装置によって求められる。 
 
G
電流比測定装置
I2I1
R1 R2V1 V2
 
図2-5 電流比較器の原理（[15]を参考に作成） 
 
N2N１
I2I1
磁束
検出器
 
図2-6 電流比測定装置（[15]を参考に作成） 
 
 電流比測定装置の原理を図2-6に示す。一つの磁気コアに、2つの巻線（巻数 N1と N2）
を、N1とN2の巻線がそれぞれのつくる磁束を打ち消しあうように巻く。そして、磁気コア
内の磁束がゼロであることを検出するための検出巻線を巻き、検出巻線に磁束検出器を接
続する。磁束検出器で検出される磁束がゼロであるとき、 
I1 N1 = I2 N2   (2-5) 
の関係が成立する。式(2-4)(2-5)より、 
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R1 / R2 = N2 / N1    (2-6) 
の関係が成り立つ。このように、DCCブリッジ回路を用いれば、巻数比N2 / N1および基準
抵抗 R1の値から被測定抵抗 R2を知ることができる。DCCブリッジ回路は室温で動作可能
なため取り扱いが容易であるが、抵抗比測定の不確かさは1×10-7程度である。 
DCCブリッジ回路の回路構成を基本として、電流比測定装置に超電導部材および超高感
度磁気センサー（Super  Quantum Interference  Device:  SQUID）を利用したのが極低温電流比
較器（Cryogenic Curent Comparator Bridge Circuit: CCCブリッジ回路）[16]である。CCCブリ
ッジ回路を用いれば 1×10-9台の不確かさで、直流における抵抗比測定が可能となる。ただ
し、CCCブリッジ回路の動作には低温環境（～4.2K）が必要となる。CCCブリッジ回路は
キャパシタンス標準実現の手順において、dc QHRを基準に交直差計算可能抵抗器の直流抵
抗値を校正するために使用される。 
本論文 4章に記述する抵抗器の評価において、電流の変化に起因した抵抗値の変化（電
流依存性）を評価する際の測定器として、DCCブリッジ回路およびCCCブリッジ回路を使
用した。 
 
2.2.3 交流測定における定義状態 
 交流において抵抗やキャパシタンスを高精度に計測するには、交流電流が流れることに
よって生じる誘導起電力や、浮遊容量による漏れ電流への対策が重要となる。直流におけ
る抵抗測定では、2端子法や4端子法による測定が行われる。交流における抵抗やキャパシ
タンスの高精度測定では、誘導起電力や浮遊容量の影響を除去するため、2端子法を発展さ
せた2端子対定義、および4端子法を発展させた4端子対定義が用いられる。2端子対定義
や 4端子対定義を用いることにより、測定対象の測定状態を明確にして測定を行うことが
可能となる。以下、2端子対定義および4端子対定義について簡単に説明する。 
 
A.  2端子対構造および2端子対定義 [17] 
2端子対定義（two terminal-pair difinition）では、図2-7に示すように、被測定素子(Z)が2
端子で、その全体が外部導体で覆われた構造（2端子対構造）を考える。図中の細線は同軸
構造の内部導体を、太線は外部導体を表わす。また、Ye, Yiは内部導体と外部導体間に存在
するシャントアドミタンスを表わす。2端子対構造をもつインピーダンス素子は2端子対イ
ンピーダンスと呼ばれ、その端子対はポート（port）と呼ばれる。 
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2端子対インピーダンスは2つの条件（2端子対定義）； 
1) 同軸構造の内部導体と外部導体を流れる電流が“大きさが同じで向きが逆”
の関係にある、 
2) V2=0、 
が同時に満たされているとき、Yeや Yi、外部磁界との誘導結合などの影響を排除するこ
とができる。 
2端子対定義が満たされた状態の2端子対インピーダンスZは、 
2
1
0V
VZ I =
=     (2-7) 
で与えられる。  
Ye
port 1
V2＝0
I
I
port 2
Z
V1 Yi
 
図2-7 2端子対インピーダンス 
 
B.  4端子対構造および4端子対定義 [17] 
4端子対定義（four terminal-pair difinition）では、図2-8に示すように、被測定素子(Z)が4
端子で、その全体が外部導体で覆われた構造（4端子対構造）を考える。図中の細線は同軸
構造の内部導体を、太線は外部導体を表わす。また、Ye, Yiは内部導体と外部導体間に存在
するシャントアドミタンスを表わす。4端子対構造をもつインピーダンス素子は4端子対イ
ンピーダンスと呼ばれ、その端子対はポート(port)と呼ばれる。 
4端子対インピーダンスは4つの条件（4端子対定義）； 
1) 同軸構造の内部導体と外部導体を流れる電流が“大きさが同じで向きが逆”
の関係にある、 
2) I2=0、 
3) V3=0、 
4) I3=0、 
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が同時に満たされているとき、Ye, Yiや、外部磁界との誘導結合などの影響を排除するこ
とができ、高精度な測定が可能となる。 
4端子対定義が満たされた状態の4端子対インピーダンスは、 
 
3 2 3
2
4 0, 0V I I
VZ I = = =
=   (2-8) 
で与えられる。 
Yeport 1
I4
port 4
Z
Yi
port 2 port 3
I4
V2I2 = 0
V3 = 0I3 = 0  
図2-8 4端子対インピーダンス 
 
2.2.4 交直差計算可能抵抗器 
キャパシタンス標準の起点はdc QHRによって決まる直流抵抗である。しかしながら、キ
ャパシタンス標準のキャパシタンスは交流（周波数 f =1.592 kHz）での値である。そのため、
キャパシタンス標準を実現するには、直流抵抗を基準に、交流における抵抗（交流抵抗）
決めることが必要となる。この交流抵抗を決めるために用いる特殊な内部形状をした抵抗
器が、交直差計算可能抵抗器と呼ばれる。また、交直差計算可能抵抗器を用いれば、この
抵抗器のインピーダンスの直角相成分も計算によって求めることができる。その外観およ
び内部の模式図を図2-9に示す。図2-9(b)の太線は抵抗線材を表す。 
リアクタンス成分が非常に小さい交流抵抗器を考える。この交流抵抗器の周波数f [Hz]に
おけるインピーダンスZ( f )は、次式で書き表すことができる。 
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( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( ){ }
( ) ( ){ }
( ) ( ){ }
1
1 tan
1
AC
AC AC
AC
AC
Z f R f jX f
R f jXf R f
R f j f
R f j f
θ
θ
= +
= × +
= × +
≈ × +
  (2-9) 
 式(2-9)において、RAC( f )はZ( f )の交流抵抗成分、X( f )はZ( f )のリアクタンス成分、θ( f )
は位相角を表す。リアクタンス成分が非常に小さいとθ( f )が微小になるため、tanθ( f ) ≒ 
θ( f )の関係が成り立つ。 
VH VLIH
IL
a
bl
 
          (a) 外観                 (b) 内部模式図 
図2-9 交直差計算可能抵抗器 
 
 (2-9)のRAC( f )は、さらに以下のように書き下すことができる。 
( ) ( ){ }
( ) ( ){ }
( ){ }
0
0
1
1 1
1
AC DC
DC
DC
R f R f
R R f
R  R f
α
α
α
= × +
= +D × +
≈ × +D +
  (2-10) 
(2-10)において、RDCは交流抵抗器の直流抵抗成分、R0は交流抵抗器の公称抵抗値を表す。
ΔRDCは直流抵抗の公称抵抗値R0に対する相対偏差であり、ΔRDC <<1であれば(2-10)の近似
が成り立つ。また、ΔRDCはdc QHRを基準として高精度に測定可能である。α ( f ) は抵抗値
の周波数特性を表す項であり、(2-10)ではα ( f ) <<1とおいている。 
また、θ( f )は、以下のように書き下すことができる。 
( ) 2f fθ ωτ π τ= =   (2-11) 
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  (2-11)において、ωは角周波数、τは時定数を表す。 
(2-10) (2-11)のα ( f )およびτを、抵抗線材の長さl、抵抗線間隔a、b、といった寸法パラ
メータ（図2-9(b)）から、電磁気学の理論を基に数値計算で求めることができるよう工夫し
た抵抗器が、交直差計算可能抵抗器と呼ばれる。交直差計算可能抵抗器では、α ( f )およびτ
の数値計算を可能にするため、抵抗線材が図2-9(b)に示すように単純な形状で配置される。 
NMIJではGibbingsによってデザインされたReversed Quadrifilar型交直差計算可能抵抗器
[18] (公称抵抗値R0=10 kΩ、NL-Engineering製)を用いている。この抵抗器のΔRDCを測定した
結果は50×10-6以下であった。α( f )を計算した結果は、例えば周波数1.592 kHzでは0.012×10-6、
周波数20 kHzでは1.87×10-6であった。また、この抵抗器のτは1.13×10-8 sと見積もられて
いる[19]。（文献[19]のτの見積もりでは、交直差計算可能抵抗器に外部キャパシタCaを接続
した状態で τの見積もりを行っている。しかしながら、本研究では Caを接続しない状態で
この抵抗器を使用した。このため、本研究で用いるτの値（1.13×10-8 s）は、文 献[19]の見積
もり結果とCaの影響の分だけ値が異なる。） 
本論文 4章に記述する抵抗器の評価において、抵抗値の周波数に対する変化（周波数依
存性）をα( f )の計算結果を基準として精密に評価した。また、抵抗器の位相角をτの計算
結果を基準として精密に測定した。 
 
2.2.5 交流抵抗器 
 2端子対構造もしくは4端子対構造で、交流抵抗測定に用いる抵抗器のことを、本論文で
は交流抵抗器と呼び、直流抵抗測定用の抵抗器と区別する。 
 図2-10にNMIJで製作した交流抵抗器（4端子対構造）の写真を示す。 
 
 
図2-10 交流抵抗器 
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キャパシタンス国家標準の測定手順（図2-1参照）に示したように、交流抵抗器はQHR
とキャパシタンスを仲介するための重要な測定用機器である。そのため、キャパシタンス
国家標準で使用する交流抵抗器の抵抗値の経時変化、周囲環境（温度等）や測定条件（測
定周波数等）の変化に対する抵抗値変化、などの諸特性を明らかにすることが重要となる。 
本論文4章では、既存の交流抵抗器の課題を明らかにし、より安定な交流抵抗器の実現
に利用可能な抵抗素子の探求と、その電気的特性の評価を行った。 
 
2.2.6 4端子対型ブリッジ回路[17] 
4端子対型ブリッジ回路は、正確に決められた電源電圧比 V2/V1を利用して、2つの 4端
子対インピーダンス ZA、ZBのインピーダンスの比を高精度に比較することができるブリッ
ジ回路である。図2-11に4端子対型ブリッジ回路の原理図を示す。ブリッジ回路の平衡状
態はヌル点検出器 Dmで検出する。微小電圧源 ΔVを調整して Dmの指示をゼロにすること
で、ブリッジ回路を平衡状態にする。 
 
port
2B port3B
port
3Aport2A
port 4AZA
port 1B
port 1A
port 4B
∆V
V1
Dm
V2
ZB
D1
D2
┃；Coaxial choke  
図2-11 4端子対型抵抗ブリッジ 
 
4端子対型ブリッジ回路では、平衡状態の時に、ZA、ZBの4端子対定義を同時に満たすこ
とが非常に重要となる。4端子対定義の諸条件のうち、同軸構造の内部導体と外部導体を流
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れる電流は、チョークコア（Coaxial choke）[20]を用いて、“大きさが同じで向きが逆”の関係
にする。I2A=0は検出器 D1、I2B=0は検出器 D2を用いてそれぞれ確認する。V3A、V3Bは Dm
で確認する。また、V3A = V3B =0であれば、それに伴い、I3A=I3B=0となる。 
NMIJの 4端子対型ブリッジ回路では、精密トランスを用いて電源電圧比 V2/V1を実現し
おり、その電圧比は誘導分圧器（Inductive Voltage Divider: IVD）の分圧比の国家標準[21]を基
準に評価している。IVDの分圧比は時間の経過とともに変化してしまうため、その比の定
期的な校正が必要となる。そこで、本論文 5章では、分圧比の経時変化のない、量子効果
に基づいた分圧器（QHR分圧器）の開発を行った。 
 
2.2.7 直角相ブリッジ回路[17] 
 QHRからキャパシタンスを導出する過程で、交流抵抗を基準としてキャパシタンスを校
正するために用いられるブリッジ回路が、直角相ブリッジ回路である。このブリッジ回路
の原理図を図 2-12に示す。NMIJの直角相ブリッジ回路は 2端子対構造であるが、図 2-12
では簡単のため同軸構造の外部導体を省略して示す。 
 
R1
V D1 -V
R2C1
D2
C2
jV
 
 
図2-12 直角相ブリッジ回路 
 
直角相ブリッジ回路は、基本的には、2つの交流抵抗器R1, R2および、2つのキャパシタ
C1, C2、位 相 が90度ずつ異なる3つの電源V、 jV、 -V、お よび2つのヌル点検出器D1, D2
で構成する。直角相ブリッジ回路の平衡状態は検出器 D1,  D2が同時にゼロを示したときに
実現され、その平衡条件は、 
ω2R1R2C1C2＝1     (2-12) 
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で与えられる。この式でωは角周波数、R1および  R2は交流抵抗、C1および C2はキャパシ
タンスを表す。 
(2-12)から明らかなように、直角相ブリッジ回路を用いて交流抵抗を基準にキャパシタン
スを校正する場合、直角相ブリッジ回路の平衡周波数は交流抵抗とキャパシタンスの組み
合わせで決まる。NMIJのキャパシタンス標準では図2-1に示したようにR1=  R1=100  kΩ、
C1 = C2=1000 pFである。そのため、平衡周波数は、104/2π Hz （約1.592 kHz）となる。 
世界的に、多くのNMIがキャパシタンス標準を周波数1.592 kHz、もしくはその近傍で確
立している。また、キャパシタンスの国際比較における測定周波数も1.592 kHzを基本とす
ることが多い。しかしながら、ac QHRを起点とした次世代のキャパシタンス標準では、本
項に記述する従来型の直角相ブリッジ回路を使用すると、校正周波数が1.233 kHzとなって
しまい、校正周波数条件の一貫性を保つことができない。そのため、本論文 3章では、校
正周波数が1.592 kHz でac QHRを起点としたキャパシタンス標準が実現可能な校正手順を
提案する。そして、そのキーデバイスとなる改良型の直角相ブリッジ回路の開発を行う。 
 
2.2.8 2端子対型ブリッジ回路[17] 
2端子対ブリッジ回路は、正確に決められた電源電圧比 V2/V1を利用して、2つの 2端子
対インピーダンスZA、ZBの比を高精度に比較することができるブリッジ回路である。図2-13
に2端子対ブリッジ回路の原理図を示す。ブリッジのバランス状態はヌル点検出器Dmで検
出する。微小電圧源ΔVを調整してDmの指示をゼロにすることで、ブリッジ回路を平衡状
態にする。 
 2端子対ブリッジ回路では、平衡状態の時に、ZA、ZBの2端子対定義を同時に満たすこと
が非常に重要となる。2端子対定義の諸条件のうち、同軸構造の内部導体と外部導体を流れ
る電流は、チョークコア[18]を用いて、“大きさが同じで向きが逆”の関係にする。“port2の電
圧がゼロ”という条件は、微小電圧源ΔVを調整してDmの指示をゼロにし、ブリッジ回路を
平衡状態にしたときに達成される。 
NMIJの 2端子対型ブリッジ回路では、精密トランスを用いて電源電圧比 V2/V1を実現し
おり、その電圧比は誘導分圧器（Inductive Voltage Divider: IVD）の分圧比の国家標準[21]を基
準に評価している。IVDの分圧比は時間の経過とともに変化してしまうため、その比の定
期的な校正が必要となる。そこで、本論文 5章では、分圧比の経時変化のない、量子効果
に基づいた分圧器（QHR分圧器）の開発を行った。 
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図2-13 2端子対型ブリッジ回路 
 
2.2.9 標準キャパシタ 
 キャパシタンスの精密測定に用いる、公称値からのキャパシタンスのズレが非常に小さ
く、キャパシタンスの経時変化が小さなキャパシタを標準キャパシタと呼ぶ。 
1000 pF, 100 pFおよび10 pFの代表的な標準キャパシタとしてGeneral Radio（GR）社（ 現
IET  Labs, Inc.）製のモデル1404が挙げられる。このモデルは、熱膨張係数の小さな金属で
電極板を作製し、その電極板を複数積み上げてキャパシタを構成し、そのキャパシタ全体
を乾燥窒素ガス中に封入した、いわゆるガス封入型キャパシタである[22]。図2-14にモデル
1404の写真を示す。 
また、各国のNMIにおいて、近年よく用いられているのが、溶融石英板の両面に金属電
極を蒸着させてキャパシタを構成した、溶融石英型キャパシタである。この代表的なモデ
ルとしてGR社製のモデル1408（100  pFもしくは10  pF）、Andeen-Hagerling社製のモデル
11A （115 pFから0.1  pFの間で任意のキャパシタンスを指定可能）があげられる。これら
のモデルは専用の温調器を備えており、キャパシタの温度を一定に保つよう配慮されてい
る。 
NMIJのキャパシタンス標準の測定手順（図2-1）では、1000 pF標準キャパシタとしてモ
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デル1404を、100 pFおよび10 pF標準キャパシタとして11Aを使用している。 
 
 
 
図2-14 ガス封入型キャパシタ：モデル1404  
 
 キャパシタンス標準による校正結果の妥当性確認手法として、標準キャパシタのキャパ
シタンスの長期的な変化を明らかにし、その変化の傾向から推測される推測値と実際の校
正値を比較する手法が、従来から用いられている。しかしながら、この手法では推測値と
校正値が一致しない場合に、その原因がキャパシタンス標準にあるのか、標準キャパシタ
にあるのが、原因を判別することが困難である。そこで、本研究 6章では、複数の標準キ
ャパシタ間でのキャパシタンス差の結果を利用してこの原因判別を可能とする手法を提案
し、実証した。 
 
 
2.3 測定の不確かさ 
2.3.1 測定の不確かさ評価 
 測定結果の信頼性をどのように評価・記述するかは、専門分野ごとに異なる方法が採用
されたり、国によって用語が異なったりするなどして、統一されていなかった。この不統
一に対して、1993年に計測結果の表現のルールを示す国際文書“Guide to the  Expression  of 
Uncertainty in Measurement: GUM[23]”が国際標準化機構ISOから発行された。この文章によっ
て、測定結果の信頼性の評価と表現の統一的な方法が示された。GUMでは、現実の測定で
知ることができない”真値”や、その真値を基にした”誤差”といった量を用いないとされた。
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その代わりに、新しい指標として導入されたのが”不確かさ”である。測定の不確かさは、あ
る物理量の測定結果を報告するにあたって、その結果を利用する人がその信頼性を評価で
きるように、結果の質についての定量的な指標を与えるものである。 
 測定の不確かさは一般的に多くの要因から構成され、その評価方法に基づいて 2つの種
類“Aタイプ”と“Bタイプ”に分類される。両タイプとも確率分布に基づいて評価され、どち
らのタイプに由来する不確かさ成分も分散または標準偏差によって定量化される。 
 なお、本論文の不確かさに関する記述の用語は、GUMの日本語訳である文献[24]の記述に
従う。 
 
2.3.2  不確かさのAタイプの評価 
 “不確かさのAタイプの評価（Type A evaluation of uncertainty）”は、測定によって得られ
たデータのばらつきを統計的手法に基づき評価することで行われる。 
 多くの場合、偶然的に変化するある量 qの期待値の最良推定値は、この量に対する互い
に独立なn個の測定値qkが同じ測定条件下で得られたとすると、n個の測定値qkの平均値q  
である。すなわち、 
1
1n
k
k
q qn== ∑    (2-13) 
 個々の測定値 qkは、影響量の偶然変動のために、値がばらつく。qの確率分布の分散を
推定する測定値の実験分散は次式で与えられる。 
( ) ( )22
1
1
1
n
k k
k
s q q qn == −−∑    (2-14) 
s2(qk)は測定値qkの平均 まわりのばらつきを特徴づける。そして、平均の分散の最良推定
値は次式で与えられる。 
( ) ( )22 ks qs q n=      (2-15) 
 平均の実験分散s2(q)と、s2(q)の正の平方根に等しい平均の実験標準偏差s(q)は、qがい
かに良く qの期待値を推定しているかを表すものであり、 qの不確かさの指標として用い
ることができる。 
このように、独立なn個の繰り返し測定値Xi,kから求められるある入力量Xiに対し、その
推定値xi= ixの標準不確かさu(xi)はu(xi)=s(ix)である。 
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2.3.3 不確かさのBタイプの評価 
 Aタイプの評価以外の手段による不確かさ評価法を“不確かさのBタイプの評価（Type B 
evaluation of uncertainty）”と呼ぶ。Bタイプの評価では、経験又は他の情報に基づいて確率
分布を想定し、不確かさの評価を行う。Bタイプの不確かさ評価で用いる情報には、 
・測定に関する過去のデータ 
・校正証明書・試験成績書に記載されたデータ 
・機器の製造者の仕様 
・公表されている情報、及び常識 
などが挙げられる。 
 これらの合理的な情報を基に適切な確率分布を仮定して Bタイプの評価を行う。Bタイ
プの評価で用いられる確率分布の例と、標準不確かさ（標準偏差）の推定式を表2-1に示す。 
本論文の Bタイプの評価でよく用いるのが矩形分布である。この分布は、ある入力量 Xi
について、その分布の限界（上限値a+、下 限 値a-）のみが分かるような場合に適用される。
上限値と下限値の間の区間において、Xiの取りうる値について具体的な情報がないような場
合、この区間内において Xiが一様に分布すると仮定するのが合理的である。このとき、Xi
の期待値xiは区間の中点xi=( a+ + a-)/2となる。また、限界の両側の差を2aとすると、xiの
標準偏差u(xi)は次式で与えられる。 
() 3i
aux =     (2-16) 
 
2.3.4  不確かさの合成と拡張不確かさ 
 測定の結果をyとすると、yの標準不確かさは、入力推定値x1 , x2, …, xNの標準不確かさ
を適切に合成することによって求められる。この合成された標準不確かさ（合成標準不確
かさ）uc(y)の大きさは、次式で求められる。 
( ) ( )2
1
N
c i
i i
fu y u xx
δ
δ=
 =   ∑      (2-17) 
ここでfは入力量と出力量を関係づける関数を表す。偏導関数∂f/∂xiは感度係数と呼ばれ、
yがxiそれぞれの変化によってどの程度の影響を受けるかを表す係数である。 
拡張不確かさは、合理的に測定量に結び付けられ得る値の分布の大部分を含むと期待さ
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れる区間を定める量、とされている。拡張不確かさUは合成標準不確かさuc(y)に包含係数
kを乗じて、次式により求められる。 
()cU ku y=      (2-18) 
 包含係数kの値は“y ˗ U”と“y + U”によってはさまれる区間に要求される信頼の水準を基
に選択される。一般に、kは2と3の間にあり、有効自由度が十分に大きいと考えられる場
合には、k=2とすると約95 %の区間の信頼の水準をもつと推定される。 
 
表2-1 Bタイプの不確かさ評価で用いられる確率分布の例 
分布の形 
±aの範囲に含まれる 
確率p 
標準偏差 
（標準不確かさ） 
正規分布 
0 +a-a  
p=0.9545 () 2i
aux =  
矩形分布 
0 +a-a  
p=1 () 3i
aux =   
三角分布 
0 +a-a  
p=1 () 6i
aux =  
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第3章  
次世代の基準に対応した計測技術 
 
 
3.1  まえがき 
 ac  QHRをインピーダンスの精密計測に利用しようという研究が 1990年代から行われて
おり[1]-[3]、キャパシタンス標準の新たな起点としてac QHRを利用するための研究開発[4]–[6]
が各国で行われてきている。dc QHRを起点とした既存のキャパシタンス標準では、dc QHR
による直流抵抗を基準として交流抵抗を導くために交直差計算可能抵抗器が必要となる。ac 
QHRを起点とすれば、交直差計算可能抵抗器といった“モノ”に依存することなく、基礎物
理定数に基づいて交流抵抗の基準を実現することが可能となり、長期的な信頼性の高い、
より普遍的なキャパシタンス標準が実現できると期待されている。 
ac QHRを起点としたキャパシタンス標準の確立に関する先行研究では、既存のキャパシ
タンス標準と同様な校正手順を踏襲し、校正用回路も既存と同様なものを用いているため、
直角相ブリッジ回路の平衡条件に起因してキャパシタンスの校正周波数が1.233 kHzとなっ
ている。ところが、NMIJを含む各国ですでに確立されている既存のキャパシタンス標準に
おいて、校正周波数は基本的に1.592 kHzであり、この周波数で長年にわたって校正データ
の蓄積や国際比較が行われている。このため、校正周波数の違いが、校正データの一貫性
確保や国際比較実施の観点から課題となっている。 
本章では、既存のキャパシタンス標準と同じ校正周波数（1.592 kHz）でac QHRを起点と
したキャパシタンス標準を実現する新たな校正手順を提案する。そして、その校正手順を
実現するためのキーデバイスとなる改良型直角相ブリッジ回路を開発し、その回路の性能
を定量的に示す。 
 
 
3.2  ac QHRを起点としたキャパシタンス標準の実現手順の提案 
抵抗とキャパシタンスを結びつけるには、交流抵抗とキャパシタンスの比較測定を行う
直角相ブリッジ回路が必要となる。直角相ブリッジ回路は原理的にその動作が周波数に依
存する。これまでに、ac QHRのi=2のプラトーにおける抵抗値RK-90/2 = 12.9064035 kΩ （RK-90: 
von-Klitzing constant: RKの1990年の協定値）を基準にしたキャパシタンス測定の研究成果が、
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いくつか報告されている[4]–[6]。これらの研究では、キャパシタンスC1 , C2（それぞれ公称値
10 nF）と抵抗R1 , R2 （それぞれ公称値RK-90/2 Ω）が、直角相ブリッジ回路を用いて比較さ
れている。従来型の直角相ブリッジ回路では、式(3-1)を満足する特定の周波数でブリッジ
回路の平衡状態が得られる[7]:  
 2 1 2 1 2 1.RRCCω =  (3-1) 
式(3-1)から、先行研究におけるブリッジ回路の平衡周波数fは、 
 
90
1 1.233 kHz2 2 2
K
f R C
ω
π π −
= = ≈   
 (3-2) 
となる。このため、ac  QHRを基準にしたキャパシタンスは1.233  kHzにおける値となる。
ここで、C = C1 = C2 =10 nF、そして ωは角周波数を表す。 
慣例的に, 計量標準の分野においてキャパシタンスの校正は周波数  104/2π Hz 
(≒ 1.592 kHz, ω = 104 rad/s)で行われてきている。この校正周波数はキャパシタンスの国際比
較においても使用されている[8]。また、NMIJでは1999年より、dc QHRおよび従来型直角相
ブリッジ回路を用いて校正周波数1.592  kHzにおいてキャパシタンス標準の維持・管理を行
ってきている[9][10]。そのため、NMIJにおいてac QHRを基準としたキャパシタンス標準を確
立する場合、校正周波数1.592  kHzで行われている国際比較への対応、および校正周波数
1.592 kHzで維持・管理されてきた従来からのキャパシタンス標準との整合性をとることが
非常に重要となる。このような背景から、本研究では図3-1に示すような手順で、ac QHRを
起点として校正周波数1.592 kHzでキャパシタンス標準を実現する手順を提案する。 
図3-1の手順において、4端子対型ブリッジ回路（four terminal-pair 10:1 resistance bridge）、
直角相ブリッジ回路（two terminal-pair  quadrature  bridge）、2端子対型ブリッジ回路（two 
terminal-pair 10:1 capacitance bridge）の3つのブリッジ回路を使用するが、その校正周波数は
すべて1.592  kHzである。この手順では、まずac  QHRのi =  2のプラトーにおける抵抗値
RK-90/2 Ωを基準として、10:1比の4端子対型ブリッジ回路を用いて、10×RK-90/2  Ωの抵抗を測
定する。次に、10×RK-90/2 Ωの抵抗と1000 pFのキャパシタンスを、直角相ブリッジ回路を用
いて比較する。この比較の後、100 pFと10 pFのキャパシタンスを、1000 pFのキャパシタン
スを基準として10:1比の2端子対型ブリッジ回路を用いて測定する。この一連の測定手順に
おいて最も重要な測定装置が、10×RK-90/2 Ωの抵抗と1000 pFのキャパシタンスを測定周波数
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1.592 kHzで比較するための直角相ブリッジ回路（改良型直角相ブリッジ回路）である。 
 
ac quantized 
Hal resistance
four terminal-pair  
10:1 resistance bridge
Ω
two terminal-pair 
quadrature bridge
10 pF
two terminal-pair       
10:1 capacitance bridge
100 pF
1000 pF
measurement frequency : 
1.592 kHz
K-90
2
R Ω
K-9010 2
R×
two terminal-pair    
10:1 capacitance bridge
 
図3-1  本研究で提案するac  QHRを起点としたキャパシタンス標準の実現手順（校正周波
数1.592 kHz） 
 
 
3.3 改良型直角相ブリッジ回路 
3.3.1 改良型直角相ブリッジ回路の設計 
周波数1.592 kHzにて1000 pFのキャパシタンスと10×RK-90/2 Ωの抵抗を比較する直角相
ブリッジ回路の設計には、NMIJの中村安宏らが開発した周波数可変直角相ブリッジ回路の
原理 [11] [12] を応用した。周波数可変直角相ブリッジ回路は、図2-12に示した従来型の直角
相ブリッジ回路に誘導分圧器（Inductive Voltage Divider: IVD）を付加し、回路構成に改良を
加えることで、ブリッジ回路動作の多周波数化を可能にしたものである。図3-2に周波数可
変直角相ブリッジ回路の原理図を示す。図3-2において、R1および  R2は交流抵抗、C1およ
び C2はキャパシタンス、D1, D2はヌル点検出器を表す。 
従来型の直角相ブリッジ回路では、式(3-1)に示したように、その理想的な平衡条件は、 
 2 1 2 1 2 1RRCCω = (3-3) 
となり、R1 , R2, C1 , C2 の組み合わせによってブリッジ回路の平衡する周波数 f [Hz]が特定
の値に決まってしまう（ 角周波数ω=2πf ）。 
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周波数可変直角相ブリッジ回路は、図3-2に示すように、3つのIVD（IVD1, IVD2, IVD3）
が、従来型の直角相ブリッジ回路の電圧節点V, jV, -Vにそれぞれ接続された回路構成である。
抵抗とキャパシタンスがIVDの分圧比ρ1, ρ2, ρ3, ρ4の出力端子に接続されているとき、周波
数可変直角相ブリッジ回路の理想的な平衡条件は 
 2 1 31 2 1 2
2 4
RRCC ρρω ρρ=  (3-3) 
となる。式(3-3)の右辺の値をIVDの分圧比の設定によって変えることができるため、R1 , R2, 
C1 , C2 の組み合わせが決まってもブリッジ回路動作の多周波数化が可能となる。 
 
D1
R2
D2
R1
C1
C2
IVD 1
IVD 2
IVD 3-V
V
jV
ρ1
ρ2
ρ3
ρ4
 
図3-2 周波数可変直角相ブリッジ回路の原理図. 
 
実際に回路を製作する場合は、簡単のため、抵抗とキャパシタンスはR1 = R2 = Rm と C1 = 
C2 = Cm を満足する値が選択される。そのため、ブリッジ回路の平衡状態における周波数f 
は、 
 1 3
2 4
1
2 m m
f RC
ρρ
π ρρ⋅
=  (3-4) 
となり、与えられたRm と Cmに対して適当なIVDの分圧比ρ1, ρ2, ρ3, ρ4を選択することで
任意の周波数において直角相ブリッジ回路を平衡状態にできる。 
抵抗R1 & R2 (10×RK-90/2 Ω)とキャパシタンスC1 & C2 (1000 pF)を周波数1.592 kHzで比較
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するための直角相ブリッジ回路の設計について以下に記す。 
 周波数104/2π  Hz （約1.592  kHz）において式(3-3)で与えられる平衡条件を満足するIVD
の分圧比ρ1, ρ2, ρ3, ρ4は、 
 1 3
2 4
1.6657525ρρρρ=  (3-5) 
となる。 
 しかしながら、実際には、式(3-5)で与えられる分圧比の組み合わせを実現することは困
難である。それは、直角相ブリッジ回路に起因した不確かさを小さく抑えるには、分圧比
ρ1, ρ2, ρ3, ρ4を小さな不確かさで校正する必要があり、小さな不確かさでの校正を可能にす
るには選択できる分圧比に制限がかかるためである。そのため、小さな不確かさで校正可
能で、かつ、式(3-5)で与えられる分圧比の組み合わせに近い値を実現できる分圧比ρ1, ρ2, ρ3, 
ρ4を見つけることが必要となる。この課題に対して本研究では、ρ1 = 1, ρ2 = 1, ρ3 = 1, ρ4 = 0.6,
という分圧比の組み合わせを見出した。その組み合わせから得られる値は、 
 1 3
2 4 4
1 1 1.66666670.6
ρρ
ρρ ρ= = =  (3-6) 
となる。 
式(3-6)の分圧比の組み合わせから得られる平衡状態における周波数は、  
   1.59198609 kHzf=  (3-7) 
となり、104/2π Hzに非常に近い値となる。 
上述の試算から、図3-2の電圧節点 -Vに1台のIVDを追加し、その分圧比を0.6に設定
するだけで、抵抗 R1 & R2 (10×RK-90/2  Ω)とキャパシタンス C1 & C2 (1000  pF)を周波数
1.592 kHzで比較可能な改良型直角相ブリッジ回路を実現することができることが明らかと
なった。 
 
3.3.2 実用的な改良型直角相ブリッジ回路 
 3.3.1の試算を基にして設計した実用的な改良型直角相ブリッジ回路の回路図を図 3-3に
示す。ブリッジ回路の構成要素はインピーダンスが比較的高いため 2端子対構造とした。
単純化のため、図3-3では2端子対構造の外部端子を省略している。このブリッジ回路は、
抵抗R1 , R2 (10×RK-90/2 Ω)とキャパシタンスC1 , C2 (1000 pF)の組み合わせにおいて、式(3-7)
で与えられる周波数で平衡状態となるよう設計している。 
39 
 
 電源Vと-Vは、出力電圧の比が1:1の精密トランス（1:1 ratio transformer）を利用して実
現する。また、ブリッジ回路の平衡状態は、精密トランスの-V側に微小電圧ΔVを加え、そ
の微小電圧値を調整することで実現する。 
精密トランスの出力側にR1 , R2, C1 , C2等の負荷が接続された状態における精密トランス
の出力電圧比は、図 3-3に示す 100 pFキャパシタで構成する補助的なキャパシタンスブリ
ッジ回路を用いて測定する[13] [14]。 
図3-3のIVDは分圧比ρ = n/10 (n = 1, 2,.., 10)を実現するよう入力電圧を10等分するよう
に設計する。そして、C2 は、このIVDの分圧比が0.6 (n = 6)の出力端子に接続する。 
図3-3の抵抗Ra , Rb (10×RK-90/2 Ω) とキャパシタンスCa , Cb (600 pF)はTwin-tee型のフィ
ルタ回路を構成するために追加したものである。Twin-tee型フィルタ回路は、直角相ブリッ
ジ回路の平衡状態を検出器で検出する際に、検出器が直角相電源 jVの電圧変動の影響を受
けないようにするためのものである。 
図3-2の原理図で2台あった検出器は、図3-3ではTwin-tee型フィルタ回路の出力端に接
続する1台（図3-3の“D”）だけとした。 
IVD
D
jV
Rb
Ra
Filt
er
R1(10×RK-90/2 Ω)
C2(1000 pF)
100 pF
100 pF
Output 
ratio
ρ=0.6
R2 (10×RK-90/2 Ω)
C1(1000 pF)
ΔV
Cb
Ca
Twin-tee network
Ra=Rb=10×RK-90/2 ΩCa=Cb=600 pF
V
-V1:1 ratio transformer
V
 
図3-3  改良型直角相ブリッジ回路の実用的な回路図 
 
 直角相ブリッジ回路は、平衡条件に周波数が含まれる。そのため、回路中の信号に含ま
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れる高調波成分の影響を受けてしまう。高調波成分は基本波成分およびその高次項から成
るため、高調波成分が存在すると検出器はその高調波成分に起因した基本波周波数をオフ
セット誤差として検出してしまう。すなわち、オフセット誤差により、ブリッジ回路の平
衡点が正しい点からずれてしまう。このような高調波成分による誤差を避けるため、IVD
は2-stageのテクニックを使って設計した[13]。特に、このIVDにおいて励磁巻線と磁気コア
の周りに磁気シールドを配置することによって、非線形の漏れ磁束の影響によって高調波
成分（ひずみ波）が生じるのを防いでいる。IVDの詳細は本章3.4節に記す。単純化のため、
図3-3のIVDは2-stageの構造ではなく、1段のみの構造で示している。さらに、受動素子
のみで構成したフィルタ回路を検出器の前段に配置することで（図3-3の“Filter”）、高調波
成分が検出器で検出されないよう対策を講じた。 
ブリッジ回路の平衡状態において、2次より高次項を無視すると式(3)の平衡条件は 
( )( ) ( )2 1 2 1 2
1 11 11RRCCω α α ερ ε ρ= + ≈ + −+  (3-8) 
となる。ここで、α は精密トランスの出力電圧比の公称比1:1からのズレ、ε はIVDの分圧
比0.6からのズレを表す。εの詳細は3.4節に記す。式(3-4)で用いたRm とCmで式(3-8)を書
き改めると、 
1 11 1 2m mRC
βω α ε ρ ρ
 = + − × ≈ +  
 (3-9) 
 となる。ここで β/2 = (α - ε)/2である。 
 
 
3.4 改良型直角相ブリッジ回路を構成するキーデバイス 
3.4.1公称値 10×RK-90/2 Ωの交流抵抗器 
構造 2つの交流抵抗器R1 と R2 (公称値：10×RK-90/2  Ω)は、アルファ・エレクロニクス社
製の従来型金属箔抵抗素子を使用して、NMIJで製作した。この抵抗器はP. C. Cooganらの
文献[15]を参考に、位相角が調整可能となるよう設計した。位相角の大きさを適切に調整す
ることにより、ブリッジ回路を平衡状態にするために注入する微小電圧ΔVの直角相成分を
小さく（たとえば数 ppm以下に）抑えることができる。図 3-4は製作した交流抵抗器の回
路図である。抵抗素子(RE)の公称抵抗値は10×RK-90/2の半分の値（64.532 kΩ）である。公称
値10×RK-90/2 Ωの交流抵抗器を製作する際は、製作する交流抵抗器の抵抗値を可能な限りに
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公称値へ近づけるため、直列接続する抵抗素子REの抵抗値の組み合わせを事前に選別した。
図3-4に示す2つのキャパシタCEと、1つの可変キャパシタCvは交流抵抗器の位相角を調
整するために付加したものである。 
RE
CE CECV
RE
 
図3-4 交流抵抗器の回路図 
 
 NMIJでは、位相角の標準を交直流差計算可能抵抗器の時定数の計算値を基準に確立して
いる[16]。この位相角標準を基準に、製作した10×RK-90/2 Ω交流抵抗器の位相角をゼロに調整
した。10×RK-90/2  Ω交流抵抗器を製作する際、キャパシタ CEの適切な値を選択すると交流
抵抗器の位相角をゼロ付近に近づけることができる。さらに可変キャパシタ Cvを調整する
ことで、このゼロ付近の位相角をさらに可能な限りゼロに近づけることができる。図3-5に
製作した交流抵抗器の写真を示す。キャパシタCEとしてセラミックキャパシタを、可変キ
ャパシタCvとして空気型のトリマキャパシタを使用した。 
 
Ultra-precision metal foil 64.532 kΩ-resistor elements
Air trimmer capacitor Ceramic capacitors  
図3-5 製作した10×RK-90/2 Ω交流抵抗器の写真 
 
42 
 
評価 製作した2つの抵抗器R1 と R2の交流抵抗を周波数1.592 kHzで評価した。評価の基
準にはdc  QHRで直流抵抗値を校正した公称値12.9  kΩの交直差計算可能抵抗器を用いた。
また、R1 と R2の交流抵抗の温度に対する変化（温度係数）も評価した。それらの結果を
表3-1にまとめる。R1 と R2の交流抵抗校正値は、どちらも公称値10×RK-90/2 Ωからの偏差
が5 μΩ/Ω以下と、公称値に近い値であった。また、抵抗器の温度係数はどちらも周囲温度
23 °C付近において±0.01 (μΩ/Ω)/K以下と小さい値であった。 
 
表3-1 10×RK-90/2 Ω交流抵抗器の評価結果 
Name R1 R2 
Nominal value 10×RK-90/2 Ω (129.064035 kΩ) 
Resistance  
at 1.592 kHz 
Calibrated value 129.0646650 kΩ 129.0640700 kΩ 
Relative diference 
 from the nominal value 
4.881 μΩ/Ω 0.271 μΩ/Ω 
Relative standard uncertainty 0.059 μΩ/Ω 0.060 μΩ/Ω 
Temperature coeficient  ( around 23 ºC ) less than ± 0.01 (μΩ/Ω)/K 
 
3.4.2誘導分圧器  
構造 誘導分圧器（IVD）は2-stageのテクニック[13]を用いて設計した。表3-2にIVDの仕
様を示す。 
励磁巻線は超微細結晶合金を用いた三菱電機メテックス製のトロイダルコア（1段目）の
周りに巻いた。このコアの飽和磁束密度は1.35 Tである。コアのサイズは外径100 mm、内
径60 mm、高 さ30 mmである。12本の電線（それぞれの直径は0.8 mm）で撚り線を作製し、
その撚り線をコアに10回巻くことで励磁巻線を構成した。コアからの漏れ磁束を抑えるた
めに、励磁巻線の外側を厚さ1 mmの銅板およびパーマロイ板でシールドした。2段目のコ
アのサイズは外径60 mm、内径45 mm、高さ10 mmである。12本の電線（それぞれの直径
は0.8 mm）で撚り線を作製し、その撚り線を1段目および2段目のコアの両方の周りに10
回巻くことで分圧巻線を構成した。分圧巻線の12本の電線は直列に接続し、その接続部分
から出力端子を引出し、それぞれを図3-6(a)に示すようにTap -0.1, Tap 0.0, Tap 0.6, Tap 1.0, 
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Tap 1.1とした。入力電圧は誘導分圧器のTap 1.0に印加し、Tap 0.0はグランドに接続した。
上述の巻線構造により、分圧比ρ が n/10 (n= 1, 2, .., 10)となる2-stage構造のIVDが実現で
きる。 
出力端子のコネクタとしてBPOコネクタを使用した。、BPOコネクタは厚さ6 mmの金メ
ッキ処理された銅板に取り付けた。図3-6(b)に製作したIVDの写真を示す。 
 
表3-2  製作した2-stage構造の誘導分圧器の仕様 (s/n: 0803525) 
Component Size/Turns Material 
Magnetic  
core 
1st 100 mm × 60 mm × 30 mm Nanocrystaline  
core 2nd 60 mm × 45 mm × 10 mm 
Shield 
Inside 
Thickness of 1 mm 
Copper 
Outside Permaloy 
Winding 
Excitation 
winding 
12-strand wire × 10 turns 
Polyester-enameled 
copper wire Ratio  
winding 
(Diameter of each wire: 
  0.8 mm) 
 
Tap 1.1
Tap 1.0
Tap 0.0
Tap -0.1
Tap 0.6
Input port of 
voltage
( a ) ( b )  
図3-6 製作した誘導分圧器(s/n: 0803525)の構造(a)および写真(b) 
 
評価 式(3-6)の誘導分圧器の分圧比ε は 
0 Loadε ε ε= + , (3-10) 
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と書きあらわらすことができる。 
 ここで、ε0は出力端解放状態における分圧比の公称比からのズレを表す。本研究の直角相
ブリッジ回路は 2端子対構造であるため、直角相ブリッジ回路の平衡状態において、IVD
の出力端子（Tap 0.6）から図3-7に示すような負荷電流（Load curent）が流れる。この負荷
電流により、IVDの出力インピーダンス（Output impedance）において電圧降下が生じる。
結果として、ブリッジ回路の平衡状態におけるTap 0.6の電圧が出力端解放状態における電
圧と異なってしまう。Tap 0.6にC2 (1000 pF)を接続し、負荷電流が流れることによって生じ
るこの電圧の違いを考慮に入れるため、式(3-10)にεLoadを付加する。 
  
Capacitance: C2(Load)
Output 
impedance
Load 
curent
IVD
1:-1 ratio 
transformer: -Vside
Tap0.6
 
図3-7 負荷電流に起因したTap 0.6の分圧比の変化 
 
製作したIVDのε0は、精密電位差比較器、スペシャルコネクタ[17]、そして標準誘導分圧
器を用いて評価した。標準誘導分圧器の分圧比は、NMIJの開発したトンプソン法[17]に基づ
く誘導分圧器校正システム[18]を用いて校正した。ε0は、この標準誘導分圧器の出力電圧と
製作した IVDの出力電圧を比較することで評価した。この評価の際、スペシャルコネクタ
を用いることで、標準誘導分圧器の出力電圧および製作した IVDの出力電圧は、どちらも
出力端解放状態における電圧となるようにした。ε0評価の条件は、印加電圧（実行値）10 V、
周波数1.592 kHzである。ε0の評価結果を表3-3にまとめる。Tap 0.6におけるε0の値は実数
成分では0.055×10-6、直角相成分では-0.260×10-6であった。その値の標準不確かさは実数成
分では 0.013×10-6、直角相成分では 0.043×10-6と推定した。ε0の評価において不確かさの主
要因は、トンプソン法に基づく標準誘導分圧器の校正であった。 
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表3-3 IVD(s/n: 0803525)の出力端解放状態における分圧比ε0の評価結果 
Nominal 
ratio 
Calibrated ratio 
 (×10-6) 
Standard uncertainty  
(×10-6) 
(Tap) in-phase quadrature in-phase quadrature 
0.9 0.033 -0.332 0.006 0.011 
0.8 0.049 -0.509 0.009 0.024 
0.7 0.059 -0.524 0.011 0.033 
0.6 0.055 -0.260 0.013 0.043 
0.5 -0.002 0.046 0.014 0.044 
0.4 -0.093 0.503 0.013 0.035 
0.3 -0.227 1 0.01 0.053 
0.2 -0.255 1.63 0.01 0.065 
0.1 -0.25 2.26 0.01 0.06 
 
εLoadは図3-8に示すように置換法で評価した。この方法では、まず、負荷がない状態にお
ける IVDの出力電圧と、参照用 IVD（Refernce IVD）の出力電圧との差分(Δv0)精密電位差
比較器（Voltage comparator）とスペシャルコネクタ（Special connector）を用いて測定する。
次にTap0.6に負荷C2 (1000  pF)を接続した状態のIVDの出力電圧と、参照用IVDの出力電
圧との差分(Δvload)を測定する。εLoadはΔv0とΔvloadの差分から評価した。εLoadはIVDの入力
端に電圧（実行値）10 Vを印加した状態で測定し、その印加電圧の周波数は1.592 kHzとし
た 。負荷（Load）は、直角相ブリッジ回路でこのIVDを使用する際と同じ空気型の1000 pF
標準キャパシタ（GR TYPE1404, General Radio Co., Ltd.）と同軸ケーブル（HUBER+SUHNER
社製モデルS 04233、BPOコネクタ付, IVD側長さ1.4 m、 検出器側長さ  2.3 m （チョーク
コア付））を用いた。Tap 0.6におけるεLoadの値、および標準不確かさを表3-4にまとめる。 
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The IVD
under measuement 
Voltage comparator
Specialconnector
Reference IVD
Va
Load (standardcapacitor 
of 1000 pF 
with coaxial cables)
Tap 0.6 Tap 0.6
 
図3-8 負荷効果の測定回路 
 
表3-4  IVD(s/n: 0803525)のTap0.6に負荷C2 (1000 pF)を接続した状態での 
εLoadの値および標準不確かさ 
Tap 
Change of the ratio (×10-6) Standard uncertainty (×10-6) 
in-phase quadrature in-phase quadrature 
0.6 0.350 -2.668 0.0002 0.003 
 
εLoadの不確かさの主要因は Δv0と Δvloadの繰り返し測定のばらつきであった。測定に使用
した参照用IVDの分圧比は経過時間、および周囲温度の変化に対して非常に安定であった。
そのため、全体の不確かさへ対する参照用 IVDに起因した不確かさの寄与は大きくないと
評価した。 
現状では ε0に比べて εLoadが一桁程度大きい値となっている。その改善策として、たとえ
ば文献[12]に記述されているような補助回路を追加することで、負荷電流を補償する方法が
考えられる。 
 
 
3.5 不確かさ評価 
製作した改良型直角相ブリッジ回路（図3-9）の性能を定量的に評価するため、この回路
に起因する不確かさの評価を行った。 
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 1:1 ratio transformer
Detector
Capacitors C1 and C2in temperature controled air bath at 23 ˚C
Temperature controled air bath at 23 ˚ C
jV Source
Inductive Voltage Divider
“10×RK-90/2 Ω” ac resistorsR1 and R2
 
 
図3-9 製作した改良型直角相ブリッジ回路 
 
不確かさ評価において、1000  pF標準キャパシタ（図3-3のC1, C2）として、空気型の標
準キャパシタ（GR TYPE1404, General Radio Co., Ltd.）を使用した。10×RK-90/2-Ω交流抵抗器
として、NMIJで製作した交流抵抗器（詳細は 3.4に記述）を使用した。不確かさ評価を行
う間、1000 pF標準キャパシタおよび10×RK-90/2-Ω交流抵抗器の周囲温度は、恒温槽を用い
て23 °Cに管理した。また、ブリッジ回路の印加電圧は10 V（実効値）、周波数は(3-7)式の
値とした。 
Aタイプの不確かさを推定するため、文 献[13]と同様の手順でブリッジ回路を平衡状態に
し、ブリッジをバランスさせるために注入する微小電圧ΔVの実数成分を5回繰り返し測定
した。繰り返し測定の結果のばらつきから、Aタイプの標準不確かさを推定した結果、
0.015×10-6となった。 
また、本ブリッジ回路のBタイプの不確かさに寄与する要因として、 
(1) 高調波成分に起因する検出器のオフセット成分、 
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(2) 100 pFキャパシタを用いて測定する1：1トランスのトランス比、 
(3) ブリッジ回路を平衡させるために注入する微小電圧ΔV 
(4) IVDの無負荷時における分圧比 
(5)  IVDのTap0.6における負荷効果 
の5つを考慮した。 
 高調波成分に起因する検出器のオフセット成分は以下の手順で推定した。まず、基本周
波数でブリッジ回路を平衡状態にし、その状態において検出器に入る 2次と 3次の高調波
信号成分の大きさを測定した。その結果、高調波信号成分の大きさは10 μV以下であった。
次に、参照信号周波数f [Hz]でロックした検出器に、外部信号源で発生させた2f [Hz] と3f 
[Hz]の信号を直接入力し、高調波成分の入力に対して検出器がどの程度影響を受けるのかを
定量的に評価した。その結果、高調波の影響が基本波成分に与える影響は、入力した高調
波成分の0.2 %以下であると判断された。この2つの結果から、ブリッジ回路平衡時におけ
る高調波成分に起因した標準不確かさは 0.020 μVであると推定した。これは相対標準不確
かさ0.020×10-6に相当する大きさである。 
精密トランスの出力電圧比評価の不確かさは図3-3に示す100  pFキャパシタで構成した
補助的なキャパシタンスブリッジ回路を用いた出力電圧比測定の結果のばらつきから評価
した。測定は5回行い、その結果から標準不確かさを0.002×10-6と推定した。 
微小電圧 ΔVに起因する相対標準不確かさは以下の手順で推定した。まず、微小電圧 ΔV
の注入に使用するトランスの比の不確かさ値を 1×10-3と推定し、その標準不確かさは矩形
分布を仮定して 5.77×10-4と推定した。そして、今回の測定における微小電圧 ΔVの実測値
は、精密トランスの出力電圧Vの大きさに対して相対値で15 ×10-6 (ppm)以下であったため、
微小電圧ΔVは15 ×10-6を上回らないと仮定した。微小電圧ΔV の不確かさは、このトラン
ス比の不確かさ 5.77×10-4と微小電圧 ΔVの上限値 15  ×10-6の積で与えられ、その大きさは
0.010×10-6以下であった。 
IVDの無負荷時における分圧比の標準不確かさは、表3-2の0.6 Tapの結果から引用した。
IVDのTap0.6における負荷効果に起因するBタイプ不確かさは表3-4から引用した。 
上述の不確かさ評価の結果を表3-5にまとめる。最終的にブリッジ回路に起因した合成相
対標準不確かさを0.030×10-6と推定した。 
 
 
49 
 
 
表3-5 改良型直角相ブリッジ回路に起因した標準不確かさ 
Source of uncertainty Type Relative standard uncertainty 
Five repeated measurements A 0.015 × 10-6 
Balance point ofset 
 resulting from the harmonic components 
B 0.020 × 10-6 
Ratio of 1:1 transformer B 0.002 × 10-6 
Injection voltage B 0.010 × 10-6 
Ratio calibration for IVD at Tap 0.6 B 0.013 × 10-6 
Change in the IVD ratio  
with 1000-pF load 
B 0.0002 × 10-6 
Combined relative standard uncertainty 0.030 × 10-6 
 
 
3.6 まとめ 
既存キャパシタンス標準と同じ校正周波数（1.592 kHz）でac QHRを起点としたキャパシ
タンス標準を実現する校正手順を提案し、そのキーデバイスとなる改良型直角相ブリッジ
回路を開発した。開発した回路の性能を定量的に示すため、この回路に起因した不確かさ
を詳細に評価し、相対合成標準不確かさを0.030×10-6と推定した。この不確かさは、現在の
dc  QHRを起点としたキャパシタンス標準において用いられている従来型直角相ブリッジ回
路と比較して遜色のない大きさであり、開発した回路がキャパシタンス標準へ応用するに
十分な性能を有することを確認した。 
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第4章  
より安定な計測機器開発 
 
 
4.1  まえがき 
 QHRを基準としてキャパシタンス標準を実現する手順において、交流抵抗器はキャパシ
タとの比較に使用される非常に重要な計測用機器である。キャパシタンス標準で使用する
交流抵抗器には、交流における抵抗値の経時変化が小さく、測定周波数などの測定条件の
変化に対して抵抗値の変化が小さいことが要求される。現在、NMIJのキャパシタンス標準
において使用している交流抵抗器は、市販の金属箔抵抗素子（従来型金属箔抵抗素子）を
利用して製作したものである。 
本研究では、従来型金属箔抵抗素子を用いた製作した交流抵抗器の交流抵抗値について
長期評価を行うことで、この種の抵抗器を長期的に使用し続ける際の課題を明らかにした。
そして、この課題を解決に導くため、最近開発された金属箔抵抗素子（高安定金属箔抵抗
素子）に着目して検討を行った。具体的には、高安定金属箔抵抗素子の抵抗値に測定条件
が与える影響、具体的には交流特性（抵抗値の周波数依存性および位相角）と印加電流に
よる抵抗値の変化（電流依存性）を詳細に評価し、高安定金属箔抵抗素子がキャパシタン
ス標準において使用可能な性能を有するかどうかを実験的に明らかにした。本章では、上
述の一連の取り組みについて記述する。 
 
 
4.2 従来型金属箔抵抗素子を用いた交流抵抗器 
4.2.1 従来型金属箔抵抗素子を用いた交流抵抗器の概要 
キャパシタンス標準で使用するものを含め、NMIJで使用する多くの交流抵抗器は NMIJ
で製作したものである。製作に際し、オーストラリアのNMI（National Measurement Institute, 
Australia: NMIA）で開発された交流抵抗器[1]を参考に、NMIJの中村安宏が設計を行った。
その設計を基に、市販の従来型金属箔抵抗素子を利用して製作を行った。 
市販の従来型金属箔抵抗素子を採用した理由として、抵抗値が公称抵抗値に対して0.01 %
より良い精度で合わせ込まれており、かつ、室温付近における抵抗値の温度に対する変化
（温度係数）が 1  μΩ/Ωオーダーと非常に小さい素子が存在したこと、があげられる。図
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4-1に交流抵抗器の製作に使用した従来型金属箔抵抗素子の写真を示す。 
 
 
図4-1 交流抵抗器の製作に使用した従来型金属箔抵抗素子 
 
NMIJでは、キャパシタンス標準用も含め、従来型金属箔抵抗素子を利用した交流抵抗器
を複数製作した。4.2.2では、それらの中で抵抗値の長期的な変化（長期履歴）が特徴的で
あった 4端子対型の 10  kΩ交流抵抗器（製造番号：MIJ200210-01）について記述する。図
4-2に4端子対型10 kΩ交流抵抗器の写真を示す。また、表4-1にその仕様をまとめる。 
 
 
図4-2 4端子対型10 kΩ交流抵抗器 
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表4-1 4端子対型10 kΩ交流抵抗器の仕様 
Nominal value 10 kΩ 
Serial number MIJ200210-01 
Terminal 4 terminal-pair 
Connector BPO 
Phase angle Adjusted to be Zero 
Dimensions in packaging 
(Width × Depth × Height) 
100 mm × 80 mm × 83 mm 
 
4.2.2 4端子対型10 kΩ交流抵抗器の長期履歴評価 
4端子対型10  kΩ交流抵抗器の交流抵抗値を、QHRを基準に、2002年から年2回以上の
頻度で定期的に測定し、交流抵抗値の長期的な変化を明らかにした。図4-3にその結果を示
す。測定条件は、測定周波数：1 kHz、印加電圧：実効値1 V、である。また、測定は23 °C 
±  0.5°Cに管理された恒温実験室内で行った。測定を行わない際も、4端子対型10 kΩ交流
抵抗器は23 °C ± 0.5°Cに管理された恒温実験室内に保管した。 
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図4-3 4端子対型10 kΩ交流抵抗器の長期履歴 
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4.2.3 従来型金属箔抵抗素子を用いて製作した交流抵抗器の課題 
図4-3において、期間A（抵抗器を製造した直後1年）では、抵抗値の年間変化率が1.5 μΩ/Ω
と電気標準の分野で用いるには小さくはない抵抗値変化を示した。期間Bでは、4端子対型
10 kΩ交流抵抗器を保管する実験室の改修工事が行われた。この期間内は、実験室内の温度
管理が出来なかったため、交流抵抗器の周囲温度が大きく変動していた。期間Cは 、期 間B
の工事終了後の1年間を表す。この期間において抵抗値が一時的に減少傾向を示したのは、
期間Bにおける周囲温度変化の影響と考えられる。その後、期間Dでは、交流抵抗値は増
加を続け、その変化の様子は2次曲線で近似可能であった。期間Dと期間Eは、東日本大
震災（2011年3月11日）の前後で区切った。期間Eは東日本大震災後の結果である。期間
DとEの期間を拡大したグラフを図4-4に示す。 
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図4-4 東日本大震災前後における4端子対型10 kΩ交流抵抗器の履歴 
 
図4-4中の実線は期間Dの測定結果の分布を2次曲線で近似したもの、点線は期間Eの
測定結果の分布を 2次曲線で近似したもの、をそれぞれ表す。この実線と点線の変化の様
子から、抵抗値の変化の傾向が、東日本大震災を境にして僅かながらではあるが、異なっ
ている様子が伺える。2011年3月11日の東日本大震災発生直後から3月24日まで実験室
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への電力供給が停止したため、実験室内の温度を23 °C ± 0.5°Cに保つことができず、4端子
対型10 kΩ交流抵抗器は普段より大きな周囲温度の変化にさられた。この温度変化に起因し
て、抵抗値の変化の傾向が変わったと推測される。 
4端子対型10 kΩ交流抵抗器の長期履歴評価により、キャパシタンス標準で使用している
従来型金属箔抵抗素子を用いて製作した交流抵抗器における2つの課題、 
 課題1：製造直後は抵抗値の年間変化率が大きく、安定するまで長い期間を要する 
 課題2：周囲温度の大きな変化に起因して抵抗値の変化の傾向が変わってしまう 
を明らかにした。これら課題は、従来型金属箔抵抗素子を用いて製作した他の交流抵抗器
においても確認されている。 
 
 
4.3 高安定金属箔抵抗素子 
4.3.1 高安定金属箔抵抗素子の概要 
 4.2.3で明らかにした従来型金属箔抵抗素子を用いて製作した交流抵抗器の課題を解決に
導くものとして、高安定金属箔抵抗素子[2][3]に注目した。この素子は、直流抵抗標準の高度
化を目的に、NMIJの金子晋久が中心となって企業と共同で開発を行っているものである。 
従来型金属箔抵抗素子では、素子を構成する金属箔抵抗とそれを支える部材（支持部材）
との特性（熱膨張係数など）が完全には一致しないことから、周囲温度の変化等に起因し
てこれらの間に機械的ストレスが生じてしまう場合がある。この機械的ストレスを小さく
することが、抵抗値の温度係数や長期変化を小さく抑えるために有効であると知られてい
る [4][5]。しかしながら、従来型金属箔抵抗素子では、金属箔抵抗が厚さ1 μm以下と非常に
薄いため、金属箔抵抗の形状を保持するための支持部材が必要となっている。そのため、
金属箔抵抗と支持部材の間の機械的ストレスを今以上に小さくすることが困難であった。
この機械的ストレスの課題を解決するため、金子らは金属箔抵抗の厚さを比較的厚い50 μm
程度とし、支持部材がなくとも金属箔抵抗の形状を保持可能な新たな構造を採用して、高
安定金属箔抵抗素子を製作した 。 
また、金子らは金属箔抵抗の酸化に伴う抵抗値変化を小さく抑えるため、金属箔抵抗の
表面に化学薬品によって酸化膜を形成させ、アニール処理を施している。図4-5に金子らが
明らかにした高安定金属箔抵抗素子における“金属箔抵抗の表面処理”と“抵抗値の経時変
化”の関係を示す。図 4-5の縦軸は初期値からの抵抗値の変動を相対値で表示、横軸は経過
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時間を表す。1) 金属箔抵抗に何も処理を加えない場合（図4-5中のNo treatment）、2) 化学
薬品による酸化膜形成処理のみを行った場合（Chemical treatment）、3) アニール処理のみを
施した場合（Annealing）、の3つの場合では、抵抗値は製造直後から大きな変化を示し、100
日を経過するまでの抵抗値の変化の大きさは±0.5μΩ/Ωを超えている。しかしながら、酸化
膜形成処理とアニール処理を組み合わせた場合（Chemical treatment  +  Annealing）は、抵抗
素子の製作直後から抵抗値の変化が小さく、その状態が200日以上も継続している。 
 
図4-5 高安定金属箔抵抗素子における金属箔抵抗の表面処理と経年変化の関係([3]) 
 
図4-6(a)に高安定金属箔抵抗素子、図4-6(b)に高安定金属箔抵抗素子を利用して製作した
直流抵抗測定用の抵抗器の写真を示す。 
20 mm
(a) (b)  
図4-6 高安定金属箔抵抗素子の写真: (a) 抵抗素子単体, (b) 直流測定用抵抗器 
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4.3.2 高安定金属箔抵抗素子に関する先行研究 
高安定金属箔抵抗素子を利用して製作した直流測定用抵抗器（図4-6(b)）の直流における
特性は、NMIJの坂本泰彦らが精密に測定している[2]。その特性を表4-2にまとめる。表4-2
から、高安定金属箔抵抗素子は、直流における抵抗値の年間変化率が非常に小さく、温 度・
湿度・大気圧といった周囲環境が抵抗値に与える影響も非常に小さい、高い性能を有した
抵抗器といえる。 
  
表4-2 高安定金属箔抵抗素子を利用して製作した直流測定用抵抗器の特性[2] 
characteristics value 
nominal value 100 Ω 
a drift rate < 0.1 (μΩ/Ω)/year, 
temperature coeficient < 0.15 (μΩ/Ω)/°C at 23 °C 
change in resistance 
due to relative humidity variation < 0.01 μΩ/Ω in the 35–80 % range 
change in resistance 
due to pressure variation < 0.025 μΩ/Ω in the 700–1200 hPa range 
size ( 1 element ) 7 mm × 32 mm × 42 mm 
size (packaged for DC measurements) 56 mm × 56 mm × 77 mm 
  
図4-7に、坂本泰彦らが測定した高安定金属箔抵抗素子の直流抵抗値の経時変化[2]を示す。
図4-5の縦軸は初期値からの抵抗値の変動を相対値で表示、横軸は経過時間を表す。各色の
実線は、抵抗器の抵抗値の変化を表す。図中の 2009年 10月から 2009年 12月の期間にか
けて、温度係数の評価を行っている。この評価では、直流抵抗器の周囲温度を 28 °Cから
18 °Cの間で段階的に変化をさせている。 
 図4-7において、測定を行った10個以上の抵抗器の抵抗の変化はほぼ同様の傾向を示し
ている。そして、この経時変化の測定は高安定金属箔抵抗素子の製作直後から開始されて
いるが、抵抗値の変化は測定開始直後から安定している。 
また、図4-7において、温度係数の測定を行う直前の2009年10月と直後の2009年12月
で測定結果を比較すると抵抗値に大きな差異は見られない。また、この期間の前後で抵抗
値の変化の傾向にも大きな変化は見受けられない。この結果から、周囲温度が大きく変化
しても、高安定金属箔抵抗素子の抵抗値の変化の傾向は変わらない、と判断できる。 
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図4-7 高安定金属箔抵抗素子の抵抗値の経時変化([2]) 
 
上述のように、従来型金属箔抵抗素子でみられた課題（4.2.3に記述）は、高安定金属箔
抵抗素子では確認されなかった。そのため、抵抗値がより安定した交流抵抗器を実現する
ために、高安定金属箔抵抗素子は非常に有望であると考えた。しかしながら、測定条件が
高安定金属箔抵抗素子の抵抗値に与える影響が明らかとなっていなかった。そこで、本研
究ではキャパシタンス標準で抵抗器を使用する際に重要となる測定条件が抵抗値に与える
影響、具体的には、交流特性（抵抗値の周波数依存性、位相角）および電流依存性を詳細
に評価した。 
 
4.3.3 高安定金属箔抵抗素子を用いた抵抗器の製作 
 4.3.2に記述した坂本泰彦らの高安定金属箔抵抗素子に関する先行研究[2]はすべて直流に
おいて行われており、100 Ωの高安定金属箔抵抗素子を用いて製作した直流測定用抵抗器
（図4-6(b)）が評価対象であった。本研究では交流特性の評価を行うため、精密な交流抵抗
測定に適した構造の抵抗器を製作する必要があった。そこで、本研究では、100 Ωの高安定
金属箔抵抗素子を用いて4端子対構造の抵抗器を新たに製作した。4端子対構造の抵抗器は
端子の変換治具を用いることにより、精密な直流抵抗測定にも使用可能である。4端子対構
造の抵抗器は 2個製作し、それぞれのシリアル番号を#1と#2とした。#1と#2はどちらも
公称値100 Ωであるが、使用する高安定金属箔抵抗素子の数が異なる。#1では4個の100 Ω
素子を直並列に接続して全体の抵抗値を100 Ωとし、#2は1個の素子のみで100 Ωとした。 
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 #1と#2とで使用する高安定金属箔抵抗素子の数を変えた理由は、素子数が電気的特性に
与える影響を評価するためである。たとえば、温度係数がゼロの抵抗器を製作したい場合、
ゼロ温度係数の抵抗素子を 1個作製するよりも、複数の抵抗素子の中から温度係数がゼロ
になる組み合わせを見つける方が容易である。このように、抵抗器を製作する際、所望の
特性を実現する 1個の抵抗素子を製作するよりも、複数個の抵抗素子の特性を組み合わせ
て所望の特性に調整する方が容易である。つまり、歩留まりの観点から、複数の抵抗素子
を使用して抵抗器を作製する方が有利である。しかしながら、複数個の抵抗素子を使用し
て抵抗器を製作した場合、その内部構造は複雑化し、この複雑化に起因して電気特性が変
化する可能性がある。この内部構造の複雑化に起因した電気特性の違いを定量的に明らか
とするため、#1と#2において、使用する高安定金属箔抵抗素子の数に違いを設けた。 
図4-8に製作した4端子対型抵抗器の写真を示す。また、その仕様を表4-3にまとめる。 
 
 
図4-8 高安定金属箔抵抗素子を用いて製作した4端子対型抵抗器 
 
表4-3 高安定金属箔抵抗素子を用いて製作した4端子対型抵抗器の仕様 
Nominal value 100 Ω 
Serial number / number of resistance elements #1 / four resistance elements #2 / one resistance element 
Terminal 4 terminal-pair 
Connector BNC 
Phase angle No adjustment 
Dimensions in packaging (Width × Depth × Height) 95 mm × 95 mm × 95 mm 
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4.4 交流特性の評価 
4.4.1 交流特性評価の手順 
高安定金属箔抵抗素子を用いて製作した 4端子対型抵抗器の抵抗および位相角の周波数
に対する変化を評価した。図4-9にその評価手順を示す。 
 
Reference value of 
AC resistance
( DC resistance value)
+
α( f ): Calculated value of 
“frequency dependence of 
resistance” )
Phase angle: θ=ωτ
(τ: calculated value of 
time constant,
ω: angular frequency)
Quadrifilarreversed 
resistor of 10 kΩ
10:1 ratio four terminal-pair bridge circuit 
Transfer resistor of 1 kΩ AC resistance Phase angle
100-Ω metal 
foil standard 
resistor
AC resistance Phase angle
10:1 ratio four terminal-pair bridge circuit 
 
図4-9 交流特性の評価手順 
 
4端子対型交流抵抗器の交流抵抗の周波数依存性は、交直差計算可能抵抗器(図 4-9の
Quadlifilar reversed resistor) [6]の計算で求めた抵抗値の周波数による変化: α( f )を基準に評価
した。また、位相角は交直差計算可能抵抗器の時定数: τ [7]を基準に評価した。評価に使用し
た交直差計算可能抵抗器の公称値は10 kΩである。そのため、まず、交直差計算可能抵抗器
を基準に電源電圧比 10:1の 4端子対型ブリッジ回路（10:1 ratio four terminail-pair  bridge 
circuit）を使用して仲介抵抗器（Transfer resistor of 1 kΩ）の抵抗値の周波数依存性、および
位相角を測定した。次に、この仲介抵抗器を基準として、電源電圧比 10:1の 4端子対型ブ
リッジ回路を使用して、高安定金属箔抵抗素子を用いて製作した 4端子対型交流抵抗器
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（100 Ω metal foil standard resitsor）の抵抗値の周波数依存性、および位相角を測定した。 
測定周波数は0.398 kHz, 0.995 kHz, 1.592 kHz, 1.989 kHzと段階的に変化させて、測定を行
った。その際の、4端子対型ブリッジ回路の電源電圧値は一定とした。測定周波数を0.4 kHz、
1 kHz、2 kHzから僅かながらずらしたのは、商用電源（50 Hz）の高調波成分の影響を避け
るためである。 
本研究では、測定に使用する 4端子対型ブリッジ回路の周波数特性を事前に評価するこ
とが重要となる。4端子対型ブリッジ回路において、周波数を変化させることによって特性
が変わると考えられるのは電源電圧比である。このため、電源電圧比 10:1を実現するため
に使用する精密トランスについて、その電源電圧比 10:1の周波数に対する変化を NMIJが
維持・管理する誘導分圧器の分圧比の校正システム[8]を用いて評価した。そして、その電源
電圧比の評価結果を基に、4端子対型交流抵抗器の交流特性評価結果に補正を加えた。また、
精密トランスの電源電圧比評価の不確かさの推定も行った。 
 
4.4.2 抵抗値の周波数依存性の評価 
抵抗値の周波数依存性の測定結果を図4-10に示す。 
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図4-10 抵抗値の周波数依存性（1 kHz基準） 
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この図では、0.995 kHz（約1 kHz）での値を基準として、その値からの相対偏差を示して
いる。#1の結果を“〇”、#2の結果を“×”で示し、各点のエラーバーは、それぞれの測定の拡
張不確かさを表す。周波数2 kHz以下では拡張不確かさの範囲において周波数依存性は確認
されなかった。また、#1 と#2で結果に有意な差は見られなかった。 
 #1の測定における不確かさ評価を表4-4にまとめる。タイプBの不確かさ要因として、
交直差計算可能抵抗器のα( f )の推定、4端子対型ブリッジ回路の10:1電源電圧比、ブリッ
ジ回路測定における測定感度、4端子対定義の実現の不完全性、を考慮した。また、タイプ
Aの不確かさ要因として、繰り返し測定（3回）における測定値のばらつきを考慮した。不
確かさ評価の結果、各測定周波数における拡張不確かさを約 2.5μΩ/Ωと推定した。#2の不
確かさ評価の結果も#1と同様であった。 
 
表4-4 抵抗の周波数依存性評価の不確かさ（シリアル番号#1） 
(×10-6)
Source of uncertainty
Measurement frequency
0.398 
kHz
1.592 
kHz
1.989
kHz
Comparison measurement
between 
“10-kΩ quadrifilar
reversed resistor“
and 
“1-kΩ transfer resistor”
Calculated ac-dc diference 
of the quadrifilarreversed 
resistor
0.016 0.016 0.016
In-phase component  of the
10:1 transformer ratio 0.041 0.041 0.041
Sensitivity 
of the measurements 0.060  0.060  0.060 
Realization of the four-
terminal-pair 
condition
0.18 0.18 0.18
Comparison measurement 
between 
“1-kΩ transfer resistor“
and 
“100-Ω metal-foil 
standard resistor”
In-phase component of the 
10:1 transformer ratio 0.041 0.041 0.041
Sensitivity
of the measurements 0.18 0.18 0.18
Realization of the four-
terminal-pair
condition
1.2  1.2  1.2 
Repeated measurements ( 3 times ) 0.45 0.16 0.13
Combined relative standard uncertainty 1.3  1.2  1.2 
Expanded relative uncertainty ( k = 2 ) 2.5  2.4  2.4  
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4.4.3 位相角の評価 
位相角の測定結果を図 4-11に示す。#1の結果を“〇”、#2の結果を“×”で示し、各測定点
のエラーバーは拡張不確かさを表す。測定結果が周波数に対して直線的する傾向が見られ
たため、最小二乗法を適用し、位相角変化の近似直線を求めた。その近似直線を図 4-11に
実線で示す。近似直線の傾きは、#1では23.10  μrad/kHz、#2では20.98  μrad/kHzであった。
交流抵抗器の時定数を近似直線の傾きと角周波数の比から算出したところ、位相角は#1で
3.7 ns、#2で3.3 nsであった。 
#1の測定における不確かさ評価を表4-5にまとめる。タイプBの不確かさ要因として、
交直差計算可能抵抗器の時定数τの推定、4端子対型ブリッジ回路の電源電圧比10:1、ブリ
ッジ回路測定における測定感度、4端子対定義の実現の不完全性、を考慮した。また、タイ
プAの不確かさ要因として、繰り返し測定（3回）における測定値のばらつきを考慮した。
#2の不確かさ評価の結果も#1と同様であった。 
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図4-11 位相角の測定結果 
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表4-5 位相角測定の不確かさ（シリアル番号#1） 
(×10-6)
Source of uncertainty
Measurement frequency
0.398 
kHz
0.995 
kHz
1.592
kHz
1.989
kHz
Comparison measurement
between 
“10-kΩ quadrifilar
reversed resistor”
and 
“1-kΩ transfer resistor”
Calculated time constant 
of the quadrifilarreversed resistor 1.5  3.8  6.0  7.5 
Imaginary components of the
10:1 transformer ratio 0.12  0.12  0.12  0.12 
Sensitivity 
of the measurements 0.17 0.07 0.04 0.04
Realization of the four-terminal-pair
condition 0.18 0.18 0.18 0.18
Comparison measurement
between 
“1-kΩ transfer resistor”
and 
“100-Ω metal-foil 
standard resistor”
Imaginary components of the
10:1 transformer ratio 0.12  0.12  0.12  0.12 
Sensitivity 
of the measurements 0.69 0.28 0.17 0.14
Realization of the four-terminal-pair
condition 1.2  1.2  1.2  1.2 
Repeated measurements ( 3 times ) 0.28 0.05  0.21 0.10
Combined standard uncertainty 2.1  3.9  6.1  7.6 
Expanded uncertainty ( k = 2 ) 4.1  7.9  12  15  
 
 
4.5 電流依存性の評価 
4.5.1 電流依存性の評価手順 
高安定金属箔抵抗素子を用いて製作した 4端子対型抵抗器の抵抗値の電流に対する変化
（電流依存性）を詳細に評価した。試験電流は直流で、電流範囲は50  µA から  5 mAとし
た。 評価手順を図4-12に示す。また、この評価において、評価対象である4端子対型交流
抵抗器、仲介器である10-Ω 抵抗器および、電依存性評価の基準のそれぞれに流した電流の
値を表4-6にまとめる。  
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CSIRO-NML made 
1 Ωresistor
50 µA to
1.5 mA
100-Ω metal-foil standard resistor
Transfer resistor of 
10 Ω
1.5 mA to
5 mA 
Direct Curent 
Comparator (DCC)
Direct Curent 
Comparator (DCC)
Cryogenic Curent 
Comparator (CCC)
Quantized Hal resistance (i = 2)
 
図4-12 電流依存性の評価手順 
 
表4-6 電流依存性評価における各抵抗での電流値 
Reference: CSIRO-NML 1-Ω resistor Reference: QHR (i=2)
Reference 5 mA 10 mA 50 mA 100 mA 150 mA 12 μA 21 μA 39 μA
10-Ω transfer resistor 500 μA 1 mA 5 mA 10 mA 15 mA - - -
100-Ω metal-foil 
standard resistor 50 μA 100 μA 500 μA 1 mA 1.5 mA 1.5 mA 2.7 mA 5 mA  
 
電流範囲 50  µA から 1.5 mA における評価： この電流範囲における電流依存性は
Commonwealth  Scientific and Industrial  Research  Organisation-National  Measurement  Laboratory 
（オーストラリア連邦科学産業研究機構計測標準研究所: CSIRO-NML、現NMIA）製の1-Ω 
抵抗器（serial number: 64162）を基準に評価した。この1-Ω 抵抗器は23.000 °Cに制御され
た恒温オイルバスで管理した。また、CSIRO-NML 1-Ω 抵抗器の抵抗値はQHRを基準に校
正されており、その際の電流値は 50 mAである。図 4-12の灰色の矢印は、この QHRによ
る抵抗値校正を表す。 
ETLの中西正和らによるCSIRO-NML 1-Ω 抵抗器の電流依存性評価の結果[9]から、1.0  A
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以下におけるこの 1-Ω 抵抗器の電流依存性をゼロと判断した。そして、その標準不確かさ
は、文献[9]の測定結果が± 1 µΩ/Ωの範囲に分布していることから、短形分布を仮定して
0.58 µΩ/Ωと推定した。 
本評価では、QHRを基準に1-Ω 抵抗器の直流抵抗値を測定し、その際の電流は50 mAと
した。また、評価用機器として 10:1比をもった直流電流比較器 (DCC,  Measurement 
International 6010D) 、仲介抵抗器として10-Ω 抵抗器 (Yokokawa, Model 2781)を用いた。10-Ω 
抵抗器も23.000 °Cに制御された恒温オイルバスで管理した。 
電流範囲 1.5 mA から  5 mAにおける測定： この電流範囲における電流依存性は、QHR
のi = 2のプラトーにおける抵抗値を基準に評価した。この評価を行うとき、QHRはガイド
ライン[10]に記載されている推奨状態を保持した。本測定の最大電流（5  mA）は、測定に使
用した QHRデバイスにおける量子ホール効果の崩壊電流を考慮して決定した。この QHR
デバイスの崩壊電流は100 μAと評価されている。そのため、表4-6に示すように、QHRデ
バイスに流す電流は崩壊電流と比べて十分に小さい  39  μAまでとした。 
 電流範囲1.5 mA から  5 mAにおける電流依存性は、極低温電流比較器（Cryogenic Curent 
Comparator, CCC）の2065:16の比を利用して、QHRを基準に測定した。 
 
4.5.2 電流依存性の評価結果 
電流依存性の測定結果を図4-13に示す。グラフの縦軸は公称値100 Ωからの相対偏差、
横軸は測定電流を表す。図中の“●”は CSIRO-NML 1-Ω 抵抗器を基準とした測定の結果を、
“×”は QHRを基準とした測定結果をそれぞれ表す。各点のエラーバーは測定の相対拡張不
確かさを表す。また、図4-13の縦軸がゼロ付近における拡大図も示す。 
シリアル番号#1（図4-13(a)）と#2（図4-13(b)）との間に有意な差は見られず、5 mA以下
の範囲では測定の不確かさの範囲内で電流依存性は見られなかった。また、測定結果の一
貫性をチェックするため、CSIRO-NML 1-Ω 抵抗器を基準とした測定手順およびQHRを基
準とした測定手順の両方で1.5  mAにおいて測定を行ったが、2つの手順によって得られた
結果は不確かさの範囲内で一致しており、差は見られなかった。 
 電流範囲50 µA から1.5 mAにおける#1の不確かさ評価表を表4-7に示す。電流が100 µA
以下では“10-Ω仲介抵抗器と 4端子対型交流抵抗器との繰り返し測定に起因する不確かさ”
が主たる不確かさ要因であった。電流が 500 µA以上では、測定の基準として使用した
“CSIRO-NML 1-Ω 抵抗器の電流依存性評価の不確かさ”が主たる不確かさ要因であった。 
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図4-13 (a) シリアル番号#1の電流依存性 
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図4-13 (b) シリアル番号#2の電流依存性 
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表4-7 電流範囲50 µA から1.5 mAにおける不確かさ評価（シリアル番号#1） 
(×10-6)
Source of uncertainty
Measurement curent of 
100-Ω metal-foil standard resistor
50 μA100 μA500 μA 1 mA 1.5 mA
Comparison measurement 
between 
CSIRO-NML 1-Ωresistor 
(reference) 
and 
10-Ω transfer resistor
Curent dependence of 
CSIRO-NML 1-Ω resistor 0.58 0.58 0.58 0.58 0.58
Calibration CSIRO-NML 1-Ω resistor 
at 50 mA based on the QHR 0.05 0.05 0.05 0.05 0.05
Temperature control of 
CSIRO-NML 1-Ω resistor 0.005 0.005 0.005 0.005 0.005
DCC ratio eror 0.01 0.01 0.01  0.01 0.01 
Repeated measurements 
( 300 times ) 0.73 0.38 0.07  0.04 0.04 
Comparison measurement 
between 
10-Ω transfer resistor
and 
100-Ω metal-foil standard 
resistor
Temperature control of 
10-Ω transfer resistor 0.005 0.005 0.005 0.005 0.005
DCC ratio eror 0.01 0.01 0.01  0.01 0.01 
Repeated measurements 
( 300 times ) 1.9 0.90 0.16  0.08 0.06 
Combined relativestandard uncertainty 2.15 1.14 0.61  0.59 0.59 
Expanded relative uncertainty ( k = 2 ) 4.3  2.3  1.2  1.2  1.2  
 
QHRを基準とした電流範囲1.5 mA から5 mAにおける電流依存性測定における不確かさ
評価では、QHRとCCCを使用した測定の100  Ωに対する相対標準不確かさを0.028  ×  10-6
と推定した。しかしながら、測定機器の使用可能期間に起因して、CSIRO-NML 1-Ω抵抗器
を基準とした電流範囲50  µA から1.5 mAの電流依存性評価と、QHRを基準とした電流範
囲1.5 mAから5 mAの電流依存性評価を実施する間に4ヶ月の隔たりが生じた。この4ヶ
月の隔たりに起因した抵抗値の経時変化を考慮するため、4端子対型交流抵抗器の抵抗値の
年間変化率（< 0.1 (μΩ/Ω)/year、表 4-2に記載）を基に、短形分布を仮定して、“4端子対型
交流抵抗器の抵抗値の経時変化に起因した不確かさ”を推定した。そしてこの不確かさと前
述の0.028 × 10-6を合成した0.064 × 10-6を、QHRを基準とした電流範囲1.5 mA から5 mA
での電流依存性測定における相対標準不確かさと推定した。拡張相対不確かさは、この相
対標準不確かさに包含係数k = 2を乗じた0.13 × 10-6とした。 
 
 
4.6 まとめ 
従来型金属箔抵抗素子を用いた交流抵抗器において、抵抗値の長期履歴評価から、この
種の抵抗器を使用する際の2つの課題： 
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課題1：製造直後は抵抗値の年間変化率が大きく、安定するまで長い期間を要する、 
課題2：周囲温度の大きな変化に起因して抵抗値の変化の傾向が変わってしまう、 
を明らかにした。 
そして、これらの課題を解決に導くと考えられる高安定金属箔抵抗素子に着目して検討
を行った。具体的には、高安定金属箔抵抗素子を用いて2種類の4端子対型交流抵抗器を
製作し、その交流特性および抵抗値の電流依存性を評価した。製作した4端子対型交流抵
抗器のうち、#1は抵抗素子4個を直並列に接続して、#2は抵抗素子1個で構成した。 
交流特性のうち、抵抗値の周波数依存性の結果は、#1、#2共に、拡張不確かさの範囲内
で、周波数依存性が確認されなかった。また、位相角は周波数に比例して増加し、その変
化の傾きから時定数を#1で3.7 ns、#2で3.3 nsと評価した。 
抵抗値の電流依存性の測定結果は、#1、#2共に、拡張不確かさの範囲内で、電流依存性
が確認されなかった。 
また、交流特性および抵抗値の電流依存性の測定結果において、抵抗素子を4個使用して
抵抗器を製作した場合（#1）と1個で製作した場合（#2）とで、結果に有意な差が見られな
いことが分かった。抵抗素子の数で特性に差が見られないという知見は、抵抗器を製作す
る際に、歩留まりの向上につながる有益なものである。 
上述の結果から、高安定金属箔抵抗素子はキャパシタンス標準で使用するに問題ない性
能を有していることが明らかとなった。 
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第5章  
量子効果に基づく計測・評価技術 
 
 
5.1  まえがき 
QHRを起点にキャパシタンス標準を実現するには、交流抵抗器およびキャパシタの比較
測定が必要となる。比較測定にはブリッジ回路を用いられるが、その回路に起因した測定
の不確かさを小さく抑えるには、正確な電源電圧比を実現し、かつ、その比を小さな不確
かさで校正することが必要となる。NMIJのキャパシタンス標準では、精密トランスの2次
側電圧出力を利用して正確な電圧比の実現し、さらに、その比を参照用分圧器の分圧比を
基準に校正している。そして、参照用分圧器として、電磁誘導現象を利用して入力電圧を
高精度に分圧することができる誘導分圧器（Inductive Voltage Divider: IVD） [1]を用いている。
IVDの分圧比は湿度、温度といった周囲環境の影響を受けにくいという利点がある。しか
しながら、分圧比が時間の経過とともに変化してしまうため、分圧比の定期的な校正作業
が必要となる。その校正作業は煩雑であり非常に時間を要する。 
分圧比の新たな基準として量子化ホール抵抗（QHR）素子を用いて構成した分圧器（QHR
分圧器）がNMIJの金子晋久によって提案されている[2]。QHR素子の抵抗値は基礎物理定数
の組み合わせh/e2（h : プランク定数, e : 素電荷）によって決まり、その値は原理的に時間
の経過とともに変化をしない。また、QHRを利用する際のガイドライン[3]に従った適切な
運用を行えば、周囲環境の変化も抵抗値に影響しない。そのため、QHR分圧器の分圧比は、
周囲環境の影響によって変化をせず、時間の経過によっても変化しないと見込まれている。
また、QHR分圧器の分圧比が時間の経過によって変化しないため、一度その分圧比の評価
を行えば、後の定期的な校正作業が不要となるという大きな利点をもつ。 
QHR分圧器の先行研究では、QHR分圧器を製作し、その動作を確認するだけで、分圧比
の定量的な評価を行うまでには至っていない[4]。そこで、本研究では、QHR分圧器の分圧
比を定量的に評価し、QHR分圧器が高精度測定に使用可能であることを実証する。 
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5.2 QHR分圧器の製作 
5.2.1 設計 
本研究で製作した QHR分圧器の構成図を図 5-1に示す。図 5-1において、灰色部分が 1
個のQHR素子を表す。各QHR素子の間をつなぐ線は配線を表す。本研究では、複数のQHR
素子（Hal bar）を1枚の基板上に集積化させてQHR分圧器を製作した。 
 
VXX(-)
I- V0V1V2
VXX(+)
I+V32
Hal bars
No.1 No.2 No.31 No.32
 
 
図  5-1 QHR分圧器の構成図: 
 
以下に本研究で製作したQHR分圧器の特徴的な点を記す。 
1)  QHR分圧器は32個のQHR素子から構成した。図5-1において、それぞれの
QHR素子をNo. 1, No. 2, …, No. 32とした。 
2)  2つの電極: I− と I+ は、それぞれQHR素子  No.1 と  No. 32, に接続した。こ
れらの電極は、外部電源によりQHR分圧器を駆動させるためのものである。 
3)  6つの電圧出力用電極: Vn (n = 1, 2, 4, 8, 16, 32) は対応するQHR素子No. nの
高電位側に、V0 はQHR素子No. 1の低電位側に配置した。 
4) QHR素子の縦抵抗を評価するため、電極Vxx(+)をQHR素子No.  32の高電位
側に、電極Vxx(−)をQHR素子No.1の低電位側に、それぞれ配置した。 
5) QHR素子を直列に接続するとき、コンタクトおよび配線に起因した抵抗の影
74 
 
響を考慮する必要がある。これらが分圧比へ与える影響を小さく抑えるため、QHR
分圧器の設計では、QHR素子同士を複数の配線で接続することでコンタクトおよび
配線の影響を小さくするtriple series connection technique [5]を採用した。 
 
5.2.2 QHR分圧器の製作 
QHR分圧器製作の基板には、分子線エピタキシー法で成長させたGaAs/AlGaAsのヘテロ
構造基板を用いた。基板のサイズは 4インチである。基板の層構造ならびに各層の厚さを
表5-1に記す。2次元電子ガス（2-dimensional electron gas: 2DEG）の電子密度Nsおよび移
動度μは、0.5 KにおいてそれぞれNs = 4 × 1011 cm-2 、μ = 1 × 105 cm2/(V·s)である。 
 
表5-1 GaAs/AlGaAsヘテロ構造基板の構造 
Layer Thickness  [nm] 
Si-doped GaAs 
ND = 4.0 × 1017 cm-3 
4.8 
Si-doped AlxGa1-xAs 
x ≥ 28 % 
ND ≈ 2.5 × 1018 cm-3 
36.8 
Undoped AlxGa1-xAs 
x ≥ 28 % 
7.75 
Undoped GaAs 350 
Undoped AlxGa1-xAs 
x ≥ 10 % 
50 
Undoped GaAs 30 
GaAs substrate 
 
QHR分圧器は、以下に記す7つのステップで製作した。 
1) リン酸ベースのエッチング液（H3PO4/H2O2/H2O = 30:10:500 in volume）を使用
したウェットエッチングにより、QHR素子のパターンを作製した。エッチング
のレートは室温付近において90  nm/min程度で、エッチングの深さは約200  nm
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とした。 
2) 基板の表面を厚さ100 nm のSiO2保 護 膜（SiO2 passivation layer）で覆った。 そ
のあと、コンタクトホールのパターンを反応性イオンエッチング（Reactive Ion 
etching ：RIE）により形成した。反応性イオンエッチングはCHF3 と  O2 の混合
気体中（CHF3/O2 = 40:10; 4.5 Pa）で行った。 
3) 2DEGへの電気的コンタクトをとるため、AuGe/Ni （140/23  nm）の薄膜を堆
積し、そのあと、基板をアルゴンガス中でアニール処理（415 °C, 30 s）を行った。
ガイドライン[3]に適合するため、32個のQHR素子における電気的コンタクトは、
すべてオーミック特性となる必要がある。 
4) Ti/Au/Ti （5/250/5  nm） により第一配線層を形成する。配線パターンは、蒸
着と、有機溶剤によるリフトオフプロセスにより形成する。 
5) 感光性ポリイミドにより絶縁層を形成する。スピンコーターにより基板上に
感光性ポリイミドの薄膜を構成し、i線露光装置を用いた露光および現像を行う。
その後、ポリイミドパターンのアニール処理（350 °C, 20 min）を行う。 
6) ステップ4と同じ手順で第二配線層の形成を行う。 
7) 保護層およびガード電極層はこの上に形成する。本研究の QHR分圧器では、
高電圧での測定を想定していないため、漏れ電流を抑えるためのガード電極層は
形成しなかった。 
 
 上述の手順2)において、SiO2保護膜を形成したのは、QHR分圧器の歩留まりを向上させ
るためである。AuGe/Niを堆積させる前にSiO2保護膜を形成することでQHR素子作製の歩
留まりが向上することを、NMIJの大江武彦らが明らかにしている[6]。 
 また、手順 5)の感光性ポリイミドは、配線間の漏れ電流、および短絡による不具合を抑
えるために採用した。感光性ポリイミドは高品質の絶縁層として機能し、フォトリソグラ
フィー技術によって加工することができる[7]。 
製作したQHR分圧器の写真を図5-2に示す。図5-2では32個のQHR素子（幅100  µm、
長さ500 µm）がtriple series connection techniqueによって直列に接続されている。QHR分圧
器全体のサイズは9.5 mm × 1.6 mmである。  
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図5-2 製作したQHR分圧器の写真: 
 
 
5.3 ホール抵抗RHおよび縦抵抗RXXの評価 
 製作したQHR分圧器の、印加磁場に対するホール抵抗RHの変化を測定した。測定はQHR
分圧器の周囲温度：0.5 K、QHR分圧器へ流す直流電流：5 μAの条件で行った。図5-3にそ
の結果を示す。左軸がホール抵抗RH、横軸が印加磁場を表す。図中、RH32 ≡ (V32 − V0)/I,  
RH16 ≡ (V16 − V0)/I, RH8 ≡ (V8 − V0)/I, RH4 ≡ (V4 − V0)/I, RH2 ≡ (V2 − V0)/I, RH1 ≡ (V1 − V0)/Iである。
測定の結果、印加磁場8 Tから10  Tの領域（i=2の領域）に渡って、ホール抵抗RHに広い
プラトーが観測された。また、i=2のプラトーにおける中心は8.9 Tであった。 
また、2つの電極：VXX (+) と  V32の間における縦抵抗RXX≡ (V32 − Vxx(+)/Iの印加磁場に
対する変化も測定した。ここで、RXX ≡ (V32 − Vxx(+)/Iである。図5-3に破線でその結果を示
す。図の右軸が縦抵抗RXX を表す。RHがi=2の領域となる磁場範囲において、縦電圧（V32 
と Vxx(+)の間の電位差）は1 µV 以下の小さな値であった。そのため、この磁場範囲におい
て、RXXの大きさは無視できるほど小さい値でとなった。 
 i=2のプラトーにおけるそれぞれのホール抵抗RHの値は、“von Klitzing定数の協定値RK-90”
と“QHR素子の数”の積と等しくなっていた。この結果より、製作したQHR分圧器は、適切
な電源と共に用いることで分圧器として正常に機能することが確認された。 
また、QHR分圧器へ印加できる最大電圧を見積もるため、QHR分圧器を構成する QHR
素子のホール抵抗が量子化された値から外れてしまう現象（崩壊現象）[8]に至る限界の電流
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（崩壊電流）の値を評価した。崩壊電流は、縦抵抗の電流依存性から推定することが可能
であるため、QHR分圧器の2つの電極VXX (+) と  V32間における縦抵抗RXXの電流依存性
を測定した。測定は、QHR分圧器の周囲温度が0.5 K、印加する磁場はi=2のプラトー中心：
8.9 Tにおいて行った。QHR分圧器に流す直流電流は−18 μAから 18 μAの間で段階的に変
化をさせた。この電流範囲はNMIJで開発した電流源の出力特性によって決まっている。こ
の縦抵抗の電流依存性の測定において、−18 μAから+18 μAの電流範囲では、縦抵抗RXXに
大きな変化は見られなかった。この結果から、開発したQHR分圧器を構成するQHR素子1
個あたりの崩壊電流は18 μAより大きいと判断した。これより、現段階において、QHR分
圧器へ少なくとも7.4 Vの電圧が印加可能であると推定した。 
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図5-3  QHR分圧器の印加磁場に対するホール抵抗RHおよび縦抵抗RXXの変化 
 
 
5.4 市販計測器による分圧比評価 
市販のマルチメーターを用い、QHR分圧器の分圧比を評価した。評価手順は次の1)から
3)のとおりである。 
1) 電極I−とI+に直流定電流を流したときの”電圧出力端子Vn/2における電位En/2”と”電圧出
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力端子V0における電位E0”との電位差を測定する（n = 2, 4, 8, 16, 32）。 
2) ”電圧出力端子Vnにおける電位En”と”電圧出力端子V0における電位E0”を測定する。 
3) 1)と2)の測定結果から、2:1比からの偏差ρnは次式で求めることができる。ここで、n = 
2, 4, 8, 16,32である。 
( )0
/2 /2 0
2 1 ρ−= = × +−
n n
n
n n
V E E
V E E  (5-1) 
  
上述の評価において、QHR分圧器へ流す直流定電流は5  μAとし、QHR分圧器の周囲温
度は0.5 Kとした。また、印加する磁場はi=2のプラトー中心：8.9 Tとした。電位差測定に
おけるオフセット誤差の影響を取り除くため、電位差測定の際には電流を流す方向を反転
させて測定を行った。 
 2:1比からの偏差ρnの結果、および不確かさの評価結果を表5-2に示す。 
 
表5-2 分圧比2:1の測定結果と関連する不確かさの評価結果 
2:1 Ratio V32/V16 V16/V8 V8/V4 V4/V2 V2/V1 
Deviation from nominal 2:1 ratio ρ32 ρ16 ρ8 ρ4 ρ2 
Measurement result of ρn [ ×10−6 ] 1.4 0.84 0.17 −1.3 −0.04 
Uncertainty budget [ ×10−6 ] 
Source of 
uncertainty 
Type A 0.71 0.66 0.47 0.52 0.58 
Multimeter 0.35 0.35 0.35 0.35 0.35 
Measurement system 0.60 0.60 0.60 0.60 0.60 
Combined standard uncertainty 1.0 0.96 0.84 0.87 0.90 
Expanded uncertainty (k = 2) 2.0 1.9 1.7 1.7 1.8 
 
2:1比からの偏差 ρnは 1.4×10−6以下であった。また、拡張不確かさは、おおむね 2×10−6
であった。 
今回の測定では、Aタイプの不確かさとして繰り返し測定のばらつきを評価した。また、
Bタイプの不確かさとして、測定システムに起因した不確かさ、ならびにマルチメーターを
不確かさの要因として考慮した。測定システムの不確かさ評価において、主たる不確かさ
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の要因は直流定電流源の安定性であった。また、マルチメーターの不確かさとして、直線
性、ノイズ、ゲインエラーの影響を、マルチメーターのデータシート[9]を参考に評価した。 
表 5-2に示す 2:1比の結果から、電圧出力端子 V1における電位を基準とした n番目の電
圧出力端子Vnにおける分圧比は次式で求めることができる。 
( )2 2
1
log log
2
2111 2
1 1s s
s
n n
n
n
ss
VV n nV V ρ ε− ==
 = ≈ × + ≡ × +  ∑∏  (5-2) 
ここで、n = 2, 4, 8, 16, 32である。 
 また、n番目の電圧出力端子における公称分圧比からのズレεnは 
2log
21
.s
n
n
s
ε ρ
=
=∑
   (5-3) 
で求めることができる。 
εnの結果を図5-4にまとめる。 
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図5-4 市販計測器によるQHR分圧器の分圧比評価結果 
 
図5-4の“●”は分圧比の公称値nからの偏差εn: Vn/V1 = n(1 + εn)を表す。εnはV4/V1において
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最大となり、その値は−1.34×10−6以下であった。また、図中のエラーバーは測定の拡張不確
かさ（k = 2）を表す。拡張不確かさの大きさはV32/V1において最大となり、4.1×10−6と推定
した。 
 理想的なQHR分圧器ではεnの大きさはゼロである。本項に記述した市販の高精度マルチ
メーターを用いた評価では、1×10−6台の拡張不確かさで εnを評価することができた。そし
て、εnはその拡張不確かさの範囲でゼロと一致した。 
 
 
5.5 分圧比評価法の高度化 
5.5.1 参照用抵抗分圧器を用いた分圧比評価 
5.4のマルチメーターを用いた分圧比評価において、主たる不確かさの要因のひとつが測
定システムにおける直流定電流源の安定性であった。具体的には、測定時間が長いため、
その間にQHR分圧器を動作させるための直流電流源の出力電流が変化してしまい、この変
化に起因して測定の不確かさが大きくなってしまっていた。この課題は、あらかじめ分圧
比が校正された参照用抵抗分圧器を用意し、この参照用抵抗分圧器とQHR分圧器の分圧比
を比較するにより解決できると見込まれる。この解決手法で重要となるのが、参照用抵抗
分圧器の分圧比をあらかじめ校正しておくための分圧比校正システムである。以下に、こ
のシステム開発および評価について記述する。 
 
5.5.2 標準抵抗器を基準とした参照用抵抗分圧器の分圧比校正システム 
開発する参照用抵抗分圧器の分圧比校正システムは、公称抵抗値 R0 [Ω]の抵抗素子が N
個直列接続された構造の抵抗分圧器を校正の対象とする。この参照用抵抗分圧器を校正す
るため、標準抵抗器 （公称抵抗値R0 [Ω]）、比較器として用いる市販のマルチメーター、切
り替えスイッチであるスキャナ、および制御用パソコンによりシステムを構築した。図5-5
にシステムの構成を示す。 
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図5-5 参照用抵抗分圧器校正システムの構成 
 
各抵抗とスキャナ、ならびにスキャナとマルチメーターは4端子で接続するが、図5-5で
は簡単のため2端子での接続として表している。また、図5-6にシステムの写真を示す。 
 
 
図5-6 参照用抵抗分圧器の分圧比校正システムの写真 
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5.5.3 分圧比校正システムの校正手順 
 開発した参照用抵抗分圧器の分圧比校正システムを用いた分圧比校正手順は以下 1)から
3)のとおりである。 
1) 制御用パソコンの指示でスキャナのスイッチを標準抵抗器に接続し、マルチ
メーターの4端子抵抗測定モードで標準抵抗器の抵抗値 (RStd) を測定する。測定
データは制御用パソコンで収集する。 
2) 制御用パソコンの指示でスキャナのスイッチを参照用抵抗分圧器の i番目の
抵抗素子に切替え、マルチメーターの4端子抵抗測定モードでこの抵抗素子の抵
抗値 (Ri) を測定する。測定データは制御用パソコンで収集する。 
3) 制御用パソコンで収集したデータを用い、RiとRStdの抵抗比を求める。 
 上記1) – 3) の手順をi=1からi=N (i=1, …, k, …, N)まで繰り返す。分圧比は抵抗比から計
算で求める。計算の詳細は“5.5.3. 分圧比の導出”に記す。 
 
5.5.4 分圧比の導出 
N個の抵抗素子で構成される分圧器において、k番目の出力端子における分圧比akを(5-4)
で定義する。 
 1 1
1
1
k
i
k i
k kN
N k i
i
RR R ka R R  R  NR
ρ=
=
+ += = ≡ ++ + +
∑
∑

     (5-4) 
ここで、k/Nはk番目の出力端子における分圧比の公称比、ρkは公称比からのずれを表す。
分圧比の校正では、このρkが求める対象となる。 
このとき、本手法による校正手順によって求められる公称比からのずれは 
.  . .
1 1
1 k N
Meas k Meas i Meas i
i i
kR RN Nρ δ  δ− − −= =
    = − ×        ∑ ∑  (5-5) 
となる。この式で、左辺のρMeas.-kはk番目の抵抗素子における分圧比の公称値からのずれの
校正値を表す。右辺のNは抵抗分圧器を構成する抵抗素子の数、iは分圧器のi番目の抵抗
素子（i=1, …, k, …, N）を表すための添え字である。δRMeas.-iは、RiとRStdの抵抗比から1を
引いた値である。 
また、式(5-5)を基に導いたρkの不確かさは、 
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( ) ( ) ( ) ( )
2
2 2  2 2
.
12 1c k Meas k ku u  u k  uN Nρ ρ  γ ε−
  = + + + ×        (5-6) 
で与えられる。(5-6)において、u(ρMeas.- k)は測定結果のばらつきに起因した不確かさで、測定
結果を統計処理することで見積もることができるAタイプの不確かさである。u(γ)は標準抵
抗器に起因する不確かさ、u(ε)は分圧比校正システムに起因する不確かさである。u(γ)とu(ε)
は共に Bタイプの不確かさで、以下にその評価の詳細を記述する。また、各不確かさの係
数の平方根、たとえばu(ε)では2k(1/N)2(1+k/N)の平方根、は感度係数である。 
 式(5-5)および(5-6)の導出の詳細は、本章の付録に記述する。 
 
5.5.5    Bタイプの不確かさ評価：標準抵抗器に起因した不確かさu(γ)  
標準抵抗器に起因した不確かさ u(γ)を見積もるため、表 5-3に挙げる“標準抵抗器の抵抗
値に影響を与えると考えられる要因”について考察する。また、u(γ)と表5-3に挙げた要因に
起因した不確かさの関係を次式で表す。 
 
( ) ( ) ( ) ( ) ( )2 2  2  2  2. .stability temp env poweru u  u  u  uγ γ  γ  γ  γ= + + +  (5-7) 
 
表5-3 標準抵抗器に起因した不確かさの要因 
要因 記号 
抵抗値の安定度 γstability 
周囲温度 γtemp 
大気圧および湿度 γenv 
電力サイクルの影響 γpower 
 
式(5-7)の右辺各項について、その見積もりを以下に記す。なお、不確かさの見積もりに
際し、標準抵抗器として、NMIJが所有するIET LABS, INC.製SR104（s/n: #K201109530104, 
公称抵抗値10 kΩ）を考える。また、マルチメーターとして産総研が所有するアジレント・
テクノロジー製3458Aを考える 
 
安定度に起因した不確かさ u(γstability) 分圧比校正システムで使用した標準抵抗器の直流抵
抗値を、NMIJが所有・管理する直流抵抗の国家計量標準を基準に 4日間に渡って測定し、
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その安定度を評価した。その結果を図5-7に示す。 
 
1.700
1.900
2.100
2.300
2.500
2.700
0 1 2 3 4 5
公
称
値
公
称
値
10 
kΩ
か
ら
の
偏
差
か
ら
の
偏
差
[μ
Ω/Ω
]
測定日数  
図5-7 標準抵抗器の安定度評価 
 
図 5-7の“●”は測定結果の平均値、エラーバーは測定の標準不確かさを表す。標準抵抗器
の抵抗値は、4日という比較的短期間では、標準不確かさ 0.080×10-6の範囲内で一致した。
そのため、標準抵抗器の安定度に起因した標準不確かさu(γstability)を0.080×10-6と評価した。 
 
周囲温度に起因した不確かさ u(γtemp.) 分圧比校正システムは23 °C  ±  0.5 °Cに管理された
室温で使用する。そのため、0.5 °Cを限界値とする矩形分布を仮定し、周囲温度の安定度の
標準不確かさを0.29 °Cと評価した。また、標準抵抗器の23 °C近傍における一次温度係数
は製造事業者により0.003 (μΩ/Ω)/ °Cと評価されている。これらの値から、周囲温度に起因
した標準不確かさu(γtemp.)を0.001×10-6と評価した。 
 
大気圧および湿度に起因した不確かさ u(γenv.)  分圧比校正システムを使用する部屋の湿
度と気圧は一定に管理することができないため、これらに起因した不確かさを見積もる。
湿度と気圧に起因した抵抗値変化の限界値は、標準抵抗器のデータシート[10]から 0.1×10-6
とし、矩形分布を仮定して、その標準不確かさu(γenv.)を0.058×10-6と評価した。 
 
電力サイクルに起因した不確かさ u(γpower) 開発した分圧比校正システムの校正手順では、
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スキャナでスイッチを切り替えながら校正を行うため、標準抵抗器は抵抗値測定を行って
いない状態（測定用電流が流れておらず電力がゼロの状態）と、標準抵抗器に測定用電流
を流して抵抗測定を行っている状態（電力が供給された状態）を交互に繰り返すことにな
る。この電力の変化に起因した不確かさを求めるため、まずマルチメーターの測定条件か
ら標準抵抗器に印加される電力を求めた。マルチメーターのデータシート[9]によると10 kΩ
測定時の測定電流を100 μAである。これより、測定時に標準抵抗器へ与えられる電力を0.1 
mWと試算した。また、標準抵抗器のPower Coeficient はデータシートによると1 (μΩ/Ω)/W
以下である[10]。これらの値から、電力サイクルに起因した不確かさ u(γpower)を0.001×10-6以
下と評価した。 
 
上述の標準抵抗器に起因した標準不確かさ評価の結果を表5-4にまとめる。表5-4の各値
および式(5-7)から、標準抵抗器に起因した標準不確かさu(γ)を0.10×10-6と評価した。 
 
表5-4 標準抵抗器に起因した標準不確かさ 
不確かさ要因 記号 標準不確かさ 
抵抗値の安定度 u(γstability) 0.080×10-6 
周囲温度 u(γtemp) 0.001×10-6 
大気圧および湿度 u(γenv) 0.058×10-6 
電力サイクルの影響 u(γpower) 0.001×10-6 
標準抵抗器に起因した標準不確かさu(γ) 0.10×10-6 
 
5.5.6    Bタイプの不確かさ評価：分圧比校正システムに起因する不確かさu(ε) 
 u(ε)はマルチメーターによる i番目の測定中に一定ではないと考えられる誤差要因であり、
校正システムに起因するものである。これに起因した不確かさを評価するため、表5-5に挙
げる要因を考える。 
また、u(ε)と表5-5に挙げた要因に起因した不確かさの関係を次式で表す。 
( ) ( ) ( )
( ) ( ) ( )
2 2  2
2 2  2
stability scanner ch
leak resolutionDMM
u u  u
u u  u
ε ε  ε
ε ε ε
−= +
+ + +  (5-8) 
式(5-8)の各項について、その見積もりを以下に記す。なお、本見積もりでは、標準抵抗
器として、産総研が所有するIET LABS, INC.製SR104（s/n: #K201109530104, 公称抵抗値
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10 kΩ）、マルチメーターとして産総研が所有するアジレント・テクノロジー製3458A、ス キ
ャナとして株式会社エーディーシー製7210を考える。 
 
表5-5 校正システムに起因した不確かさの要因 
要因 記号 
システムの安定度 εstability 
スキャナch間の差 εscanner-ch 
漏れ電流 εleak 
マルチメーターの直線性等 εDMM 
マルチメーターの分解能 εresolution 
 
 
安定度に起因した不確かさu(εstability) 分圧比校正システムの安定度を評価するため、スキャ
ナのスイッチを“Ch.  0”に固定した状態で、標準抵抗器の抵抗値をマルチメーターで測定し
続けた。図5-8に測定回路の概要を示す。図5-7において、標準抵抗器とスキャナ、ならび
にスキャナとマルチメーターは 4端子で接続したが、簡単のため 2端子での接続として表
している。測定は室温23 ºC  ±  0.5 ºCの環境で行った。測定点数は600点、測定時間は約1
時間とした。マルチメーターおよびスキャナ、標準抵抗器は通電を開始してから十分に時
間が経過してから本測定に使用した。 
 図5-9に分圧比校正システム安定度評価の測定結果を示す。図5-8の縦軸は1点目の測定
結果を基準にした抵抗値の変化分を表す。横軸は測定点数である。図中の“×”は各測定結果
を表し、灰色の実線はその平均値 -0.07×10-6を表す。 
測定に使用した標準抵抗器は5.5.5に記したように、測定期間中は標準不確かさ0.10×10-6
の範囲内でその値が一定であると評価されている。また、測定結果は平均値を中心にして
±0.6×10-6の範囲に一様に分布している。これらから、図5-9の測定結果のばらつきは主とし
て分圧比校正システムの安定度に起因していると判断した。そこで、上述の結果から、分
圧比校正システムの安定度に起因した標準不確かさ u(εstability)を±0.6×10-6を限界値とする矩
形分布を仮定して、0.35×10-6と評価した。 
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図5-9 分圧比校正システム安定度評価の測定結果 
 
スキャナに起因した不確かさ u(εscanner-ch) 分圧比校正システムのスキャナの各スイッチ間
の差を評価するため、スイッチの一端をすべて標準抵抗器に接続し、スイッチを制御用パ
ソコンで切り替えながら標準抵抗器の抵抗値をマルチメーターで測定した。図 5-10に測定
回路を示す。図 5-10において、標準抵抗器とスキャナ、ならびにスキャナとマルチメータ
ーは4端子で接続したが、簡単のため2端子での接続として表している。測定は室温23 ºC ± 
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0.5 ºCの環境で行った。 
標準抵抗器
スキャナ
デジタル・マルチメ ター
(DMM)
Ch. 0Ch. 1Ch. N
制御用
パソコン  
図5-10 スキャナの評価回路 
 
図5-11に測定結果を示す。図5-11の縦軸はCh.  0での測定結果と各スイッチでの測定結
果の差分を表す。横軸は測定回数を表し、20回とした。測定開始から終了までは 1時間程
度であった。 
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図5-11 スキャナのチャンネル間の差の評価結果 
（測定結果を代表してCh. 2とCh. 4の結果を示す） 
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測定に使用した標準抵抗器は5.5.5に記したように標準不確かさ0.10×10-6でその値が一定
であると評価されている。また、図5-11の測定結果は0.00を中心に、±0.3×10-6の範囲に一
様に分布している。これらから、図 5-11の測定結果のばらつきは主としてスキャナのチャ
ンネル間の差に起因していると判断した。そこで、上述の結果から、スキャナのチャンネ
ル間の差に起因した標準不確かさ u(εscanner-ch)を±0.3×10-6を限界値とする矩形分布を仮定し
て、0.17×10-6と評価した。 
 
漏れ電流に起因した不確かさ u(εleak) 分圧比校正システムの印加電圧はマルチメーターに
よって決まる。本測定に使用したマルチメーターでは、10  kΩ測定時の測定電流は100  μA
であるため[9]、10 kΩ抵抗器の両端電圧は1 Vと高い値にはならない。このため、分圧比校
正システムの漏れ電流による影響は他の不確かさに比べ全体の不確かさへの寄与が大きく
なく、0.01×10-6以下と見積ることができると判断した。 
 
マルチメーターの直線性等に起因した不確かさ u(εDMM.) マルチメーターは極めて精度の
高い抵抗測定が可能な機器であるが、その抵抗値測定の直線性など、不確かさを見積もる
場合は検討すべき項目がいくつかある。これらマルチメーターに起因した標準不確かさに
ついては、各国の研究機関で検討がなされている。今回は文献[11]を参考に、その大きさが
0.10×10-6を超えないと評価した。そのため、u(εDMM.)を0.10×10-6と評価した。 
 
マルチメーターの分解能に起因した不確かさu(εresolution) マルチメーターの分解能は校正結
果の最終桁から算出した。最終桁を 0.01×10-6としたため、その半値を限界値とする矩形分
布を考え、u(εresolution)を0.003×10-6と評価した。 
 
上述の分圧比校正システムに起因した不確かさ評価の結果を表5-6にまとめる。 表5-6
の各値および式(5-8)から、分圧比校正システムに起因した Bタイプの標準不確かさ u(ε)を
0.40×10-6と評価した。 
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表5-6 校正システムに起因した標準不確かさ 
不確かさ要因 記号 標準不確かさ 
システムの安定度 u(εstability) 0.35×10-6 
スキャナ u(εscanner-ch) 0.17×10-6 
漏れ電流 u(εleak) 0.01×10-6以下 
マルチメーターの 
直線性等 u(εDMM) 0.10×10
-6 
マルチメーターの 
分解能 u(εresolution) 0.003×10
-6 
分圧比校正システムに起因した 
標準不確かさu(ε) 0.40×10
-6 
 
5.5.7 標準抵抗器を利用した分圧比校正システムの不確かさに関する検討 
 5.5.5において標準抵抗器に起因する標準不確かさu(γ)を0.10×10-6、5.5.6において分圧比
校正システムに起因した標準不確かさ u(ε)を 0.40×10-6と評価した。これらの不確かさ評価
結果および式(5-6)を用いて、N=10の抵抗分圧器を校正した場合における合成標準不確かさ
uc(ρk)を計算した（表5-7）。 表5-7ではAタイプの不確かさであるu(ρMeas.-k)は加味していな
い。表5-7から、開発した分圧比校正システムを用いてN=10の抵抗分圧器を校正する際の
Bタイプの標準不確かさは1×10-6 を下回ると推定された。 
 
 
5.6 まとめ 
より普遍性の高い分圧比評価を目指して、基礎物理定数に基づいて分圧比を実現できる
分圧器（QHR分圧器）の開発を行った。まず、32個のホールバーを1つのチップ上に集積
化して QHR分圧器を製作した。そして、製作した QHR分圧器のホール抵抗 RHと縦抵抗
RXXの磁場に対する変化を測定することで、製作した QHR分圧器が分圧器として機能する
ことを確認した。 
市販の計測器を用いて製作したQHR分圧器の分圧比を直流で測定し、その分圧比の公称
比からのズレが±1.4×10−6以下であること、その評価の拡張不確かさが 4.1×10−6以下である
ことを定量的に示した。この結果から、現状において、QHR分圧器は1×10−6オーダーの高
精度測定に十分使用可能ということができる。 
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また、QHR分圧器の分圧比のより精密な評価を目指して、参照分圧器を用いる分圧比校
正法を検討した。その手法で核となる“標準抵抗器を利用した分圧比校正システム”を開発し、
そのシステムに起因する不確かさを評価した。その結果、参照用分圧器を本システムで校
正する際のBタイプの標準不確かさは1×10-6 を下回ると推定され、市販の計測器による分
圧比評価法に比べ小さな不確かさでQHR分圧器の分圧器を評価できる見通しを得た。 
 
表5-7 抵抗分圧器(N=10)校正時における合成標準不確かさuc(ρk)：（Bタイプ不確かさのみ） 
Bタイプの不確かさ要因
合成標準不確かさ
uc(ρk)
（Bタイプの
不確かさのみ）
標準抵抗器 校正システム
標準不確かさ (感度係数)2 標準不確かさ
k u(γ) 2k(1/N)
2
×(1+k/N) u(ε)
9 0.10×10-6 0.34 0.40×10-6 0.25×10-6
8 0.10×10-6 0.29 0.40×10-6 0.24×10-6
7 0.10×10-6 0.24 0.40×10-6 0.22×10-6
6 0.10×10-6 0.19 0.40×10-6 0.20×10-6
5 0.10×10-6 0.15 0.40×10-6 0.18×10-6
4 0.10×10-6 0.11 0.40×10-6 0.17×10-6
3 0.10×10-6 0.08 0.40×10-6 0.15×10-6
2 0.10×10-6 0.05 0.40×10-6 0.13×10-6
1 0.10×10-6 0.02 0.40×10-6 0.12×10-6  
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5章の付録：5.3.4における分圧比の導出 
 
 
1. 抵抗の表記 
N個の公称抵抗値が等しい抵抗素子から構成される分圧器を考える。分圧器のi番目の抵
抗素子（i=1, …, k, …, N）の抵抗値を次式で表す。 
 ( )01i iR R x= +    (1) 
R0は抵抗素子の公称抵抗値、xiは公称抵抗値からの偏差とする。ただし、 
1ix    (2) 
とする。また、標準抵抗器の抵抗値を次式で表す。 
 ( )01Std StdR R y= +    (3) 
標準抵抗器の公称抵抗値R0は分圧器の抵抗素子の公称抵抗値と等しいとする。また、yStd
は公称抵抗値からの偏差とする。ただし、 
1Stdy     (4) 
とする。yStdは直流抵抗の国家標準を基準にして高精度に値付けを行うことができる。 
(1)と(3)の比をとると、 
 1i i Std i
Std
R x y RR δ−≈ − ≡    (5) 
(5)を(1)に代入して、 
 ( )01i Std iR R y Rδ= + +    (6) 
の関係が得られる。 
 
2 マルチメーターを用いた測定によって得られる測定値 
5.5.3の校正手順において、分圧器のi番目の抵抗素子（i=1, …, k, …, N）の抵抗値を、マ
ルチメーターを用いて測定した結果を、 
 ( ). 0  .1Meas i Meas iR R x− −= +   (7) 
で表す。xMeas.-iは公称抵抗値からの偏差を表し、これは測定によって得られる値である。た
だし、 
. 1Meas ix −     (8) 
とする。 
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また、i番目の測定において、マルチメーターを用いて、標準抵抗器の抵抗値を測定した
結果を、 
 ( ). 0  .1Std Meas i Std Meas iR R y− − − −= +   (9) 
で表す。yStd-Meas.-iは公称抵抗値からの偏差を表し、これは測定によって得られる値である。
ただし、 
. 1Std Meas iy − −     (10) 
とする。 
(7)(9)より、マルチメーターを用いた測定から、 
.
.  . .
.
1Meas i Meas i Std Meas i Meas i
Std Meas i
R x y  RR δ
−
−  − −  −
− −
− ≈ − ≡    (11) 
の関係が得られる。 
 
3. 分圧比の定義 
N個の抵抗素子で構成される分圧器において、k番目の出力端子における分圧比akを(12)
で定義する。 
 1 1
1
1
k
i
k i
k kN
N k i
i
RR R ka R R  R  NR
ρ=
=
+ += = ≡ ++ + +
∑
∑

     (12) 
ここで、k/Nはk番目の出力端子における分圧比の公称比、ρkは公称比からの乖離を表す。
分圧比の校正では、このρkが求める対象となる。 
 
4. 分圧比の導出 
分圧比の定義式(12)に(6)を代入して、 
( )
( )
( )
( )
0
1 1
0
1 1
1 1
1 1
11 1
11 1
1 11
1
k k
Std i Std i
i i
k N N
Std i Std i
i i
k N
i i
i i
k N
i i
i i
R y R  y  Rkka NR y R  y  RN
k R RN k  N
k kR RN N N
δ δ
δ δ
δ δ
δ δ
= =
= =
= =
= =
+ +  + + ×
= = ×
+ + + + ×
    ≈ × + × − ×        
    = +  − ×        
∑ ∑
∑ ∑
∑ ∑
∑ ∑
   (13) 
95 
 
(13)と(12)の対応からρkは、 
1 1
1 k N
k i i
i i
kR RN Nρ δ  δ= =
    =  − ×        ∑ ∑    (14) 
となる。(14)のδRiは、開発した分圧比校正システムを用いた校正手順ではマルチメーター
を用いた測定により(11)で与えられる。このため、(11)と(14)より、ρkの測定値ρMeas.-kは、 
.  . .
1 1
1 k N
Meas k Meas i Meas i
i i
kR RN Nρ δ  δ− − −= =
    = − ×        ∑ ∑    (15) 
となる。 
ρkとρMeas.-kの差について考察するため、 (5)のδRiと(11)のδRMeas.-iの関係を次式でおく。 
( ) ( )
( ) ( )
.  1 2 .  1 2
.  1 1  2  2
i i Std
Meas i i i Std Meas i i i
Meas i i i i i
R x y
x y
R
δ
α α β β
δ α β α β
− − −
−
= −
= + + − + +
= + − + −
    (16) 
(16)において、 
α1i, β1i ：マルチメーターによるi番目の測定中に大きさが一定であると考えられる誤差要
因、 
α2i, β2i ：マルチメーターによるi番目の測定中に大きさが一定ではないと考えられる誤差
要因、 
を表す。 
α1i, β1iは大きさが一定であると考えられるため、 
1 1i iα β≈    (17) 
と仮定することができ、結果として(16)は、 
( ).  2 2i Meas i i iR Rδ δ α β−≈  + −    (18) 
とできる。(18)を(14)に代入して、 
( ){ }
( ){ }
( )
( )
.  2 2
1
.  2 2
1
2 2
1
.
2 2
1
1
1
k
Meas i i i
i
k N
Meas i i i
i
k
i i
i
Meas k N
i i
i
R
N k RN
N k
N
δ α β
ρ
δ α β
α β
ρ
α β
−
=
−
=
=
−
=
 + −   ≈       −  ×  + −    
 −   = +       − ×  −    
∑
∑
∑
∑
  (19) 
(19)の右辺第2項がρkとρMeas.-kの差に相当する。その要因については5.で詳細に考察する
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が、その大きさはどれも非常に小さいと考えられる。このため、これら要因の大きさをゼ
ロとおく、すなわちρkとρMeas.-kの差をゼロと仮定し、 
.k Meas kρ ρ −≈    (20) 
とする。差をゼロと仮定した不確かさについては次の5で考察する。 
 
5. 分圧比の不確かさ 
ISOのガイド[1]を参考に、測定の不確かさについて考察する。ρkとρMeas.-kの差をゼロとお
いた不確かさを考慮するため、差の項が含まれる (19) を用いて不確かさ評価を進める。標
準抵抗器に起因した不確かさも考慮にいれるため、(19)に標準抵抗器に起因した補正項γを
追加する。ただし、 
0γ≈    (21) 
とする。すると、(19) (21)より、 
( )
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α β
ρ ρ γ
α β
=
−
=
 −   = + +       − ×  −    
∑
∑
   (22) 
 (22)からρkの不確かさを算出すると、 
 ( ) ( ) ( ) ( )2  2  2 2.c k Meas k ku u u u Aρ ρ γ−= + +    (23) 
ただし、 
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( ) ( )
2 2
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2 2
2 2
1 1
1( )
k k
i i
i i
k N N
i i
i i
u u
u A N k u uN
α β
α β
= =
= =
 +   =        + ×  +       
∑ ∑
∑ ∑    (24) 
ここで、u(α2i), u(β2i)はiに依存しないと仮定し 
( ) ( ) ( ) ( )2  2 2  2,i iu  u u  uα α β β≡ ≡    (25) 
とおく。また、 
( ) ( ) ( )2 2u u uα β ε= ≡    (26) 
とおく。(24)(25)(26)より、 
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   (27) 
(23)と(27)から、最終的にρkの不確かさは、 
( ) ( ) ( )
( )
2 2  2
.
2
212 1
c k Meas ku u  u
kk uN N
ρ ρ  γ
ε
−= +
  + + ×    
   (28) 
で与えられる。 
(28)において、u(ρMeas.- k)は測定結果のばらつきに起因した不確かさで、測定結果を統計処
理することで評価することができるAタイプの不確かさである。u(γ)は標準抵抗器に起因す
る不確かさ、u(ε)は分圧比校正システムに起因する不確かさである。u(γ)と u(ε)は共に Bタ
イプの不確かさである。また、各不確かさの係数の平方根、たとえばu(ε)では2k(1/N)2(1+k/N)
の平方根、は感度係数である。 
 
5章の付録の参考文献 
[1] 飯塚幸三 監修, “ISO国際文書 計測における不確かさ表現のガイド,” 日本規格協会 
(1996). 
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第6章  
校正結果の妥当性確認手法 
 
 
6.1  まえがき 
 産業界等のユーザーが望む国家標準を立ち上げ、そのトレーサビリティ体制を確立する
ことはNMIの重要な任務のひとつである。また、確立したトレーサビリティ制度を維持し
続けるために、国家標準による校正の結果の妥当性を適宜確認し、国家標準の信頼性を保
つこともNMIの重要な任務である。 
キャパシタンス標準による校正の結果の妥当性を確認する方法として、他国の同種な標
準との間で行う比較試験（国際比較）があるが、実施間隔が10年以上となることがめずら
しくない。そこで、標準キャパシタのキャパシタンスを定期的に校正することでその変化
の傾向を明らかにし、校正結果が変化の傾向に従うか確認する妥当性確認手法が各国で行
われている。しかしながら、この手法では校正結果が変化の傾向に従わない場合（不具合
発生時）に、その原因がキャパシタンス標準（測定装置）にあるのか、それとも標準キャ
パシタにあるのかが判別できないという課題があった。 
本研究では、不具合発生時の原因判別を可能にする新たな妥当性確認手法を提案する。
この手法を実証するため、基礎データの蓄積を2006年から継続的に行った。そして、2011
年の東日本大震災後のキャパシタンス標準の復旧作業において提案した妥当性確認手法を
実際に適用し、震災後 1ヶ月以内という極めて短期間での復旧に大きく貢献した。本章で
は、提案手法の詳細から、基礎データの蓄積、震災後の実証に至る一連の取り組みについ
て記述する。 
 
 
6.2  校正の結果の妥当性確認手法の必要性と現状の課題 
 キャパシタンス国家標準を確立する際、キャパシタンス測定装置を構成する各機器の詳
細な評価、装置全体の評価、および傍証測定により、キャパシタンス測定装置による校正
の結果が妥当であることを確認している。しかしながら、いったん装置として組み上げて
しまうと、再度の評価が困難なことが少なくない。そのため、トレーサビリティ体制を何
十年にも渡って維持し産業界へ標準を供給し続けるには、キャパシタンス国家標準による
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校正の結果の妥当性を確認する手法を確立することが非常に重要となる。 
国家標準による校正の結果の妥当性を確認するための有効な方法として、他国の同種な
標準との間で行う比較試験（国際比較）がある。NMIJのキャパシタンス標準は、アジア・
太平洋地域のNMI間で行われた国際比較に参加している[1]。図6-1に100 pFの結果（A P MP. 
EM-S7、実施期間は2003年から2006年）を示す。図6-1の横軸は国際比較に参加したNMI
の名称、縦軸は参照値からの偏差を表す。各NMIの点が結果を表し、エラーバーは結果の
不確かさを表す。 
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図6-1 100 pFキャパシタンスの国際比較結果（AP MP. E M-S7）（[1]を参考に作成） 
 
図6-1は、NMIJのキャパシタンス国家標準による校正の結果がアジア・太平洋地域のNMI
とμF/F (ppm)オーダーで同等であることを表している。また、図6-1の参加NMIのうちNMIA
などはクロスキャパシタによりキャパシタンス標準を確立している[2]。そのため、この国際
比較では、QHRを起点に確立された NMIJのキャパシタンス標準と、クロスキャパシタン
スによって確立されたキャパシタンス標準、という手法の全く異なるキャパシタンス標準
の間で同等性が確認されている点において学術的に意義深い。このように、他国と比較す
ることにより、自国の標準による校正の結果の妥当性を確認することが可能となる。しか
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しながら、参加する各国NMI間の調整が必要となるため、国際比較を頻繁に行うことは容
易ではなく、その実施間隔が10年以上となることはめずらしくない。例えばアジア・太平
洋地域のNMI間で行われる国際比較の場合、A P MP.  E M-S7以前に行われた100 pFキャパ
シタンスの国際比較は、1992年から1994年にかけて行われたものである[3]。このため、信
頼性の高いキャパシタンス標準を維持し続けるには、国際比較が行われない期間において、
キャパシタンス標準による校正の結果の妥当性を確認する手法を確立することが非常に重
要となる。 
国際比較によらず独力でキャパシタンス標準による校正の結果の妥当性確認を行うため
に、例えば PTBでは、キャパシタンス標準により標準キャパシタを定期的に校正し続ける
ことで、キャパシタンスの長期的な変化（長期履歴）を評価している[4]。長期履歴の評価結
果から標準キャパシタのキャパシタンスの変化の傾向が明らかとなれば、図6-2に示すよう
に、標準キャパシタの次回校正時における校正結果を予め推測することが可能となる。実
測した校正結果がこの推測値と一致するか確認することにより、キャパシタンス標準によ
る校正の結果の妥当性を確認することが可能となる。NMIJにおいても、このPTBの取り組
みを参考に、NMIJのキャパシタンス標準により標準キャパシタを定期的に校正し続け、そ
のキャパシタンスの長期履歴の評価を行っている[5]。 
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図6-2 標準キャパシタのキャパシタンスの長期履歴評価に基づく校正結果妥当性の確認 
 
しかしながら、標準キャパシタのキャパシタンスの長期履歴に基づく校正の結果の妥当
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性確認手法では、“実測した校正結果”が推測値と一致しない場合（以下では簡単のため”不
具合発生時”と記す）に、その不一致が“標準キャパシタに起因する”のか、それとも“キャパ
シタンス標準（キャパシタンス測定装置）など標準キャパシタ以外に起因する”のか、どち
らか原因を判別することが困難である。（ここで注意すべきことは、NMIJではキャパシタ
ンス標準の起点としては経年的に普遍性のあるQHRを用いている。しかし、QHRからキャ
パシタンスを導く過程で用いる交直差計算可能抵抗器など器物の“特性”が結果に影響を与
える為、より保守的な観点からの運用を必要とする。）そのため、NMIJでは、不具合発生
時における原因判別を可能とする新たな校正の結果の妥当性確認手法の開発を行った。 
 
 
6.3 原因判別を可能とする校正の結果の妥当性確認手法 
6.3.1キャパシタンス差の長期履歴を加味した妥当性確認手法の提案 
本研究では、不具合発生時の原因判別を可能とするため、3つの標準キャパシタX、Y、
Zを用意し、それらを用いた以下2つの評価結果を組み合わせる手法を提案する。 
① キャパシタンス測定装置により、標準キャパシタXを定期的に校正し続け、
そのキャパシタンスの長期履歴を評価する。（図6-3）。 
② 標準キャパシタXとYのキャパシタンス差、YとZのキャパシタンス差、
ZとXのキャパシタンス差、を定期的に測定し続け、そのキャパシタンス差の
長期履歴を評価する。（図6-4）。 
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図6-3 標準キャパシタXのキャパシタンスの長期履歴評価 
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図6-4 標準キャパシタX、Y、Z間のキャパシタンス差の長期履歴評価 
 
上述の①は、6.2に記した従来からと同じ手法である。この手法に対して、3つ標準キャ
パシタ間のキャパシタンス差を加味する手順②が、従来手法とは異なる本研究の新たな点
である。①と②の評価を組み合わせることで、標準キャパシタ Xのキャパシタンスの長期
履歴に不具合が発生した場合に、その不具合の原因が“標準キャパシタに起因する”の か 、そ
れとも“キャパシタンス標準（キャパシタンス測定装置）など標準キャパシタ以外に起因す
る”のかを判別することが可能となる。具体的な判別の方法については6.3.2に記述する。 
 
6.3.2 原因判別 
 6.3.1に記した不具合発生時の原因判別について、以下に考えらえる 3つのケースを以下
にまとめる。“標準キャパシタXのキャパシタンス校正結果”および“標準キャパシタX、Y、
Z間のキャパシタンス差の測定結果”が、この 3つのいずれかのケースに該当するか判別す
ることにより、不具合の原因を判断することが可能になる。 
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【ケース1】キャパシタンス測定装置と標準キャパシタXのどちらにも問題がない場合 
 この場合における、標準キャパシタ Xの校正結果、およびキャパシタンス差の測定結果
の関係を図 6-5にまとめる。この場合に標準キャパシタ Xの校正結果、およびキャパシタ
ンス差の測定結果が示す特徴は以下2点である。 
 
1. 【標準キャパシタXのキャパシタンス測定装置による校正結果】 
最新の標準キャパシタ Xの校正結果は、これまでの校正結果から推測さ
れる変化の傾向に従う。 
2. 【キャパシタンス差の測定結果】 
最新の標準キャパシタX、Y、Z間のキャパシタンス差の測定結果は、こ
れまでの測定結果から推測される変化の傾向に従う。 
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図6-5 キャパシタンス差を加味した妥当性確認手法 
-ケース1- キャパシタンス測定装置と標準キャパシタXのどちらにも問題がない場合 
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【ケース2】キャパシタンス測定装置に問題あり、標準キャパシタXには問題がない場合 
この場合における、標準キャパシタ Xの校正結果、およびキャパシタンス差の測定結果
の関係を図 6-6にまとめる。この場合に、標準キャパシタ Xの校正結果、およびキャパシ
タンス差の測定結果が示す特徴は以下2点である。 
 
1. 【標準キャパシタXのキャパシタンス測定装置による校正結果】 
最新の標準キャパシタ Xの校正結果は、これまでの校正結果から推測さ
れる変化の傾向に従わない。 
2. 【キャパシタンス差の測定結果】 
最新の標準キャパシタX、Y、Z間のキャパシタンス差の測定結果は、こ
れまでの測定結果から推測される変化の傾向に従う。 
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図6-6 キャパシタンス差を加味した妥当性確認手法 
-ケース2- キャパシタンス測定装置に問題があり、標準キャパシタXには問題がない場合 
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【ケース3】キャパシタンス測定装置が問題なく、標準キャパシタXに問題がある場合 
この場合における、標準キャパシタ Xの校正結果、およびキャパシタンス差の測定結果
の関係を図 6-7にまとめる。この場合に、標準キャパシタ Xの校正結果、およびキャパシ
タンス差の測定結果が示す特徴は以下2点である。 
 
1. 【標準キャパシタXのキャパシタンス測定装置による校正結果】 
最新の標準キャパシタXの校正結果は、これまでの校正結果から推測され
る変化の傾向に従わない。 
2. 【キャパシタンス差の測定結果】 
標準キャパシタXの関連する“XとYの差分”および“ZとXの差分”の測定
結果は、これまでの測定結果から推測される変化の傾向に従わない。 
“YとZの差分”の測定結果はこれまでの測定結果から推測される変化の傾向
に従う。 
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図6-7 キャパシタンス差を加味した妥当性確認手法 
-ケース3- キャパシタンス測定装置が問題なく、標準キャパシタXに問題がある場合 
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6.4キャパシタンスの変化の傾向の評価 
6.4.1 概要 
 6.3に記した手法を実際の校正結果に適用するため、キャパシタンス測定装置により標準
キャパシタ Xのキャパシタンスを 5年間にわたって校正し続け、その変化の傾向を明らか
にした。また、3つの標準キャパシタX、Y、Z間のキャパシタンス差を4年間にわたって
測定し続け、その変化の傾向も明らかにした。6.4節では、その詳細について記述する。 
 
6.4.2 被測定キャパシタ 
NMIJが確立したキャパシタンス標準では、図2-1の手順で示したように、まずpFオーダ
ーの標準キャパシタが校正される。そして、その値を基準にμFオーダーおよびmFオーダ
ーの標準キャパシタに校正範囲を拡張する手順となっている[6]-[8]。このため、基準となる
pFオーダーの校正結果の妥当性確認が最も重要となる。そこで、国際比較の対象でもある
10 pFを長期履歴の評価対象とした。また、評価対象の標準キャパシタとして、pFオーダー
の標準キャパシタとして溶融石英型のものを選択した。表6-1に本研究で使用した標準キャ
パシタの情報をまとめる。 
 
表6-1 標準キャパシタ 
名前 型式, 製造者  (モデル名) 製造番号（通称） 公称値 
X 
溶融石英型, 
Andeen-Hagerling.Co.,Ltd 
(model: 11A) 
01099 (10D) 
10 pF Y 01339 (10N) 
Z 01098 (10C) 
 
表6-1のmodel: 11Aは市販の溶融石英型標準キャパシタで、各国NMIや、国際比較にお
ける試験用器物としても使用実績のある、計量計測標準の分野では世界的に定評のあるモ
デルである。その端子構造は2端子対構造となっており、高い精度での測定が期待できる。
モデル11A専用の恒温槽AH1100 frameに収納し、測定を行っていない状態においても温度
管理を行っている。図6-8に11A型標準キャパシタおよび専用恒温槽AH1100 frameの写真
を示す。 
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AH 11A fused-silica 
capacitance standard
AH 1100 capacitance 
standard frame 
 
図6-8 11A型標準キャパシタおよび専用恒温槽AH1100 frame 
 
3つの標準キャパシタX、Y、Zは、普段からAH1100 frameに収納し、特殊空調機により
23.0 °C ± 0.5 °Cに管理された恒温実験室に保管した。 
 
6.4.3 標準キャパシタXのキャパシタンスの長期履歴 
キャパシタンス測定装置を用いて、図 2-1の手順で、標準キャパシタ Xのキャパシタン
スを校正し、キャパシタンスの長期履歴を評価した。校正は年間 2回以上の頻度で実施し
た。図6-9に標準キャパシタXのキャパシタンスの長期履歴を示す。 
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図6-9 標準キャパシタXのキャパシタンスの長期履歴 
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図6-9の縦軸はキャパシタンスの公称値10 pFからの相対偏差、横軸は測定日を表す。測
定条件はすべて印加電圧（実効値）100 V、測定周波数1.592 kHz （角周波数ω=104 rad/s）
である。図中の“●”は2006年3月から2010年9月までの結果で、各点とも5回の繰り返し
測定を行った結果の平均値である。また、そのエラーバーは測定結果の標準不確かさを表
す。標準不確かさは、QHRによる直流抵抗測定、交直差計算可能抵抗器の周波数依存性の
見積り、測定に使用したブリッジ回路などに起因する不確かさ要因を詳細に評価し、GUM[9]
の手順に従い算出した。また、2006年3月から2010年9月までの測定結果の平均値は1.585 
μF/Fであった。 
図6-9から、標準キャパシタXのキャパシタンスの変化の傾向を“標準不確かさの範囲も
含めて平均値1.585 μF/F ± 0.250 μF/Fの範囲でばらつく”と判断した。 
 
6.4.4 標準キャパシタX、Y、Z間のキャパシタンス差の長期履歴 
標準キャパシタ X、Y、Z間のキャパシタンス差は、NMIJで製作した 2端子対型ブリッ
ジ回路を用いて測定した。図6-10(a)に“標準キャパシタXと標準キャパシタYの差分”、同
図(b)に“標準キャパシタXと標準キャパシタ Zの差分”、同図(c)に“標準キャパシタYと標
準キャパシタZの差分”の長期履歴をそれぞれ示す。縦軸はキャパシタンスの差分（相対値、
公称値10  pF）、横軸は測定日を表す。図中の“●”は、2007年3月から2010年9月までの結
果で、各点とも 5回の繰り返し測定を行った結果の平均値である。測定条件はすべて、印
加電圧（実効値）100 V、周波数1.592 kHzである。 
図6-10に示す標準キャパシタX、Y、Z間のキャパシタンス差の測定結果の分布には、時
間の経過とともに測定結果が直線的に変化していく傾向が伺える。そのため、測定結果の
分布を最小二乗法で直線近似した。直線近似の結果を図6-10に実線で示す。 
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図6-10(a) 10 pF標準キャパシタのキャパシタンス差測定結果： 
標準キャパシタXと標準キャパシタYの差分 
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図6-10(b) 10 pF標準キャパシタのキャパシタンス差測定結果： 
標準キャパシタXと標準キャパシタZの差分 
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図6-10(c) 10 pF標準キャパシタのキャパシタンス差測定結果： 
標準キャパシタYと標準キャパシタZの差分 
 
 
6.5 提案手法の実証 
6.5.1 概要 
2011年3月11日の東日本大震災により、NMIJのある茨城県つくば市は震度6弱の大き
な揺れに見舞われた。NMIJのキャパシタンス国家標準は耐震補強を厳重に行っていた。そ
のため、装置の倒壊など、地震の揺れに直接起因する大きな被害は目視で確認されなかっ
た。しかしながら、キャパシタンス測定装置全体に強い揺れが加わるような事態は前例が
なく、それがキャパシタンス国家標準の測定能力にどのような影響を与えるか不明であっ
た。また、震災直後から恒温実験室のある建屋全体への電力供給が停止し、恒温実験室用
特殊空調機および各標準キャパシタ用恒温槽が運転できず、適切な温度環境を保てないと
いう2次的な被害に見舞われた。 
キャパシタンス標準の本格的な復旧作業は、恒温実験室への電力供給が回復した2011年
3月 24日から開始した。まずはキャパシタンス測定装置が動作することを確認した。その
後、本研究で提案する校正結果の妥当性確認手法をキャパシタンス標準の復旧作業に適用
するため、3月31日から4月1日にかけて、キャパシタンス測定装置による標準キャパシ
タXのキャパシタンス測定、および2端子対型ブリッジ回路を用いた標準キャパシタX、Y、
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Zのキャパシタンス差測定を行った。 
 
6.5.2 震災後のキャパシタンス差 
震災後に行ったキャパシタンス差の測定結果を図6-11に“×”で示す。測定方法、測定条件
は6.4.4に記載した内容と同一である。 
震災後のキャパシタンス差の測定結果がこれまでの変化の傾向に従っているか確認する
ため、2007年3月から2010年9月までの校正結果の分布から求めた近似直線を用いて、震
災後におけるキャパシタンス差の推定値を算出した。また、近似直線の傾きおよび切片の
推定値の信頼区間（約68 %）を計算し、その値を基に、GUM[9]を参考に、キャパシタンス
差の推定値の拡張不確かさを推定した。表6-2に、震災後のキャパシタンス差の測定結果お
よびその拡張不確かさ、ならびに近似直線による推定値、およびその拡張不確かさをまと
める。また、図 6-11に推定値を“〇”、推定値の拡張不確かさの範囲を エラーバーで示す。
表 6-2および図 6-11から明らかなように、震災後のキャパシタンス差の測定結果は、いず
れも“推定値 ± 推定値の拡張不確かさ”の範囲内に収まっていた。このことから、震災後の
標準キャパシタX、Y、Zのキャパシタンス差は、これまでの測定結果から推測される変化
の傾向に従っていると判断した。 
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図6-11(a) 震災後の10 pF標準キャパシタのキャパシタンス差測定結果： 
標準キャパシタXと標準キャパシタYの差分 
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図6-11(b) 震災後の10 pF標準キャパシタのキャパシタンス差測定結果： 
標準キャパシタXと標準キャパシタZの差分 
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図6-11(c) 震災後の10 pF標準キャパシタのキャパシタンス差測定結果： 
標準キャパシタYと標準キャパシタZの差分 
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表6-2 震災後のキャパシタンス差測定結果と過去の履歴に基づく推定結果 
標準キャパシタ間の 
キャパシタンス差 
測定結果 
 （平均値 ± 拡張不確かさ）  
[μF/F] 
推定結果 
（推定値± 拡張不確かさ） 
[μF/F] 
XとYの差分 -1.255 ± 0.017 -1.255 ± 0.034 
XとZの差分 1.010 ± 0.020 1.059 ± 0.081 
YとZの差分 2.265± 0.026 2.314 ± 0.115 
 
6.5.3 震災後のキャパシタンス 
震災後に行った標準キャパシタ Xのキャパシタンスの校正結果を図 6-12に“×”で示す。
測定方法、測定条件は6.4.3に記載した内容と同一である。 
震災後の標準キャパシタXの測定結果は、 “平均値1.585 μF/F ± 0.250 μF/F”の範囲に収ま
っていた。このことから、震災後の標準キャパシタ Xの測定結果はこれまでの校正結果か
ら推測される変化の傾向に従っていると判断した。 
 
1.000
1.100
1.200
1.300
1.400
1.500
1.600
1.700
1.800
1.900
2.000
2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
公
称
値
10 
pF
から
の
相
対
偏
差
[μF
/F
]
測定日
平均値:1.585µF/F ±0.250 µF/F 
平均値
震災前の校正結果
震災後の校正結果×
 
図6-12 震災後の標準キャパシタ標準キャパシタXのキャパシタンスの長期履歴 
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6.5.4 震災後に行った校正の結果の妥当性確認 
6.5.2において、震災後に実施したキャパシタンス差測定のすべての結果が、震災前の結
果から推定される値と拡張不確かさの範囲内で一致することを確認した。また、6.5.3にお
いて、震災後における標準キャパシタ Xのキャパシタンスが、震災前までの変化の傾向に
従っており、“平均値1.585 μF/F ± 0.250 μF/F”の範囲に収まっていることを確認した。この2
つの結果から、今回のケースは 3.3.2に記述した原因判別において“ケース 1”に相当する、
すなわち、キャパシタンス測定装置および標準キャパシタ Xのどちらにも問題がないと判
断した。 
妥当性の確認の不確かさは、GUM[9]を参考に、以下の手順で推定した。図6-12より、震
災 前（2006年3月から2010年9月まで）の標準キャパシタXのキャパシタンス校正結果は
平均値1.585 μF/F ± 0.250 μF/Fの範囲に収まっており、震災後の標準キャパシタXの測定結
果もこの範囲内に収まった。そのため、± 0.250 μF/Fを限界値とする範囲内でキャパシタン
スが一様に分布している矩形分布を仮定した。矩形分布における標準不確かさは、限界値
を3の平方根で除した値となる。今回の結果では0.144 μF/Fとなり、この値を校正測定能力
の確認の標準不確かさとした。図6-12の震災後の測定結果“×”のエラーバーは、この標準不
確かさを表している。 
 
 
6.6 まとめ 
従来からのキャパシタンスの長期履歴に基づく妥当性確認手法に、複数のキャパシタン
ス差の長期履歴を加味する新たな校正の結果の妥当性確認手法を提案した。キャパシタン
ス差を加味することにより従来手法だけでは困難であった不具合発生時の原因判別を可能
とした。 
提案した方法を実際の妥当性確認に適用するため、まず、標準キャパシタ Xのキャパシ
タンスの長期履歴を評価し、キャパシタンスは標準不確かさの範囲も含めて平均値
1.585 μF/F ± 0.250 μF/Fの範囲でばらつくことを明らかにした。次に、標準キャパシタX、Y、
Z間のキャパシタンス差の長期履歴を実測し、キャパシタンス差が直線的に変化する傾向を
示すことを明らかとした。 
明らかとした標準キャパシタ Xのキャパシタンスの変化の傾向、および標準キャパシタ
X、Y、Z間のキャパシタンス差の変化の傾向を基に、東日本大震災後のキャパシタンス国
115 
 
家標準の復旧作業に本手法を適用した。その結果、キャパシタンス測定装置および標準キ
ャパシタXに問題がないこと、震災後1ヶ月以内の早い段階で確認することができた。 
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第7章 
結論 
 
 
本論文では、日本のキャパシタンス標準の高度化を実現する計測技術の基盤を確立する
ため、新たな校正手法・計測機器の長期安定性評価・標準の維持管理といったキャパシタ
ンス標準へ応用可能な計測に関する幅広い技術の研究を行った。これらの研究によって得
られた成果を以下にまとめる。    
(1) キャパシタンス標準の次世代の基準に対応した計測技術の開発 
キャパシタンス標準の次世代の基準として研究開発が進むac QHRを起点とし
たキャパシタンス標準を実現する際に、既存のキャパシタンス標準と同じ校正周
波数1.592 kHzでキャパシタンス標準を実現可能な校正手順を提案した。そして、
その提案手順においてキーデバイスとなる改良型直角相ブリッジ回路の設計・製
作を行った。製作した回路の不確かさを評価することで、改良型直角相ブリッジ
回路の性能を定量的に示した。 
(2) より安定な計測機器の開発 
従来型金属箔抵抗素子を用いた交流抵抗器について、その交流抵抗値の10年以
上にわたる長期評価を行い、従来型金属箔抵抗素子に起因すると考えられる2つ
の課題： 
課題1：製造直後は抵抗値の年間変化率が大きく、安定するまで長期間を要する、 
課題2：周囲温度の大きな変化に起因して抵抗値の変化の傾向が変わってしまう、 
を明らかにした。そして、これらの課題を解決に導くことができると考えられる
高安定金属箔抵抗素子について、キャパシタンス標準で使用可能な性能を有する
かの評価を行うため、交流特性（抵抗値の周波数依存性、位相角）、および抵抗値
の電流依存性を精密に評価し、高安定金属箔抵抗素子がキャパシタンス標準で使
用するに問題ない性能を有していることを明らかにした。 
(3) 量子効果に基づく計測・評価技術の開発 
ブリッジ回路の評価に応用可能な、分圧比の経時変化のない量子効果に基づい
た分圧器（QHR分圧器）の開発を行った。2進数型の出力をもったQHR分圧器
を製作し、その動作を確認した。そして、市販計測器を用いて分圧比を評価し、
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製作したQHR分圧器が1×10−6台の高精度測定に十分使用可能なことを確認した。
また、QHR分圧器の分圧比評価の不確かさをより小さくするため、参照分圧器
を用いる分圧比校正法を検討し、その手法で核となる標準抵抗器を利用した参照
用分圧器校正システムを開発した。開発したシステムの不確かさ評価結果から、
市販計測器による分圧比評価法に比べ小さな不確かさで QHR分圧器の分圧器を
評価できる見通しを得た。 
(4) 校正結果の妥当性確認手法 
従来からの“キャパシタンスの長期履歴に基づく妥当性確認手法”に対して、新
たに“複数の標準キャパシタ間のキャパシタンス差の長期履歴”を組み合わせる
校正の結果の妥当性確認手法を提案した。キャパシタンス差の長期履歴を加味す
ることにより、従来手法だけでは困難であった不具合発生時の原因判別を可能と
した。そして、提案した方法を実際の妥当性確認に適用するため、キャパシタン
スの長期履歴、および複数の標準キャパシタ間のキャパシタンス差の長期履歴を
実測した。実測したデータを利用して、東日本大震災後のキャパシタンス国家標
準の復旧作業に提案した手法を適用した。その結果、震災後1ヶ月以内の早い段
階で、キャパシタンス標準による校正の結果の妥当性を確認することができた。 
 本研究における各成果を発展的に統合することにより、ac QHRを起点としたキャパシタ
ンス標準を既存のキャパシタンス標準と同じ校正周波数1.592 kHzで実現することが可能と
なる。また、その実現の各段階において、より安定な交流抵抗器、および量子効果に基づく
計測・評価を利用することで、校正回路の信頼性の向上を図ることが可能となる。そして、
一連の流れによる校正の結果の妥当性を本研究で提案した手法で確認することにより、長期
的に信頼性の高いキャパシタンス標準の供給が可能となる。 
現時点において、高安定金属箔抵抗素子の抵抗値が100 Ωのみとなっているが、抵抗範囲
を拡張するための研究開発が NMIJと企業の共同で進められている。また、QHR分圧器に
ついては、本研究で開発した参照用分圧器校正システムを用いて、より不確かさの小さな分
圧比評価を実施することが当面の課題である。また、NMIJのキャパシタンス標準で使用し
ている 1000  pFの空気型標準キャパシタについて、10年以上にわたる長期評価を実施して
いる過程において数度その値が著しく大きく変化しており、今後はそのようなキャパシタン
スの大きな変化が生じない、安定な1000 pF標準キャパシタの開発に向けて取り組んでいく
必要がある。 
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本研究では、キャパシタンス標準の高度化を実現する計測技術の基盤を確立するための研
究開発を進め上述の成果を得たが、これらの成果は他の国家計量標準の高度化、先端計測へ
の応用、および産業応用も可能である。例えば、高安定金属箔抵抗素子が交流における電気
抵抗の国家標準（交流抵抗標準）においても利用可能な高い性能を有することが本研究の成
果から明らかとなった。また、民間企業において、その企業の品質管理の要である標準器と
して従来型金属箔抵抗素子を用いた交流抵抗器を使用している場合がみられるが、本研究で
明らかとした従来型金属箔抵抗素子に起因する課題は、これら企業の標準器の維持・管理の
取り組みに有益な情報をもたらすものである。QHR分圧器はジョセフソン効果に基づく直
流電圧標準（最大電圧値: 10 V）を高電圧へ拡張する際のツールとして応用可能である。量
子ホール効果に基づくQHR分圧器とジョセフソン効果に基づく直流電圧を組み合わせるこ
とによって、基礎物理定数に基づいた直流高電圧標準確立への道筋が開ける。 
本研究ではキャパシタンス標準の高度化・高信頼化を実現する計測技術の基盤を確立する
ための研究開発を行い、他の国家計量標準の高度化、先端計測や産業技術の発展にも貢献す
る計測技術の基盤を得た。これらの成果を基に医療現場や産業界等で使用される計測機器の
信頼性がより高い次元で担保されることで、最終的に科学技術の発展、国民生活の安全性確
保や国際通商の円滑化へ貢献するものと信ずる。 
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付録A：基本用語 
 
 
本論文で使用される基本用語の定義を明確にするため、代表的なものを文献[1]より引用
し、以下に示す。本基本用語をまとめるにあたり、文献[2]を参考にした。 
 
・計測（measurement，instrumentation）： 
特定の目的をもって，事物を量的にとらえるための方法・手段を考究し，実施し，その結
果を用い所期の目的を達成させること。 
 
・測定（measurement）： 
ある量を，基準として用いる量と比較し数値又は符号を用いて表すこと。 
 
・計量（metrology）： 
公的に取り決めた測定標準を基礎とする計測。 
 
・校正（calibration）： 
指定の条件下において，第一段階で，測定標準によって提供される測定不確かさを伴う量
の値と，付随した測定不確かさを伴う当該の指示値との関係を確立し，第二段階で，この
情報を用いて指示値から測定結果を得るための関係を確立する操作。 
 
・校正トレーサビリティ（metrological traceability）： 
個々の校正が測定不確かさに寄与する，文書化された切れ目のない校正の連鎖を通して，
測定結果を計量参照に関連付けることができる測定結果の性質。 
*計量参照は通常、国家標準、または国際標準である。 
 
・測定不確かさ（measurement uncertainty）： 
用いる情報に基づいて，測定対象量に帰属する量の値のばらつきを特徴付ける負ではない
パラメータ。 
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・標準不確かさ（standard uncertainty）： 
標準偏差として表した測定不確かさ。 
 
・合成標準不確かさ（combined standard uncertainty）： 
測定モデルの入力量に付随する個々の標準測定不確かさを用いて得られる標準測定不確か
さ。 
 
・拡張不確かさ（expanded uncertainty）： 
合成標準測定不確かさと1 より大きい係数との積。 
 
・包含係数（coverage factor）： 
拡張測定不確かさを得るために合成標準測定不確かさに乗じる，1 より大きい数。 
 
 
付録Aの参考文献 
[1] 国際計量計測用語－基本及び一般概念並びに関連用語（VIM）TS Z 0032：2012（ISO/IEC 
Guide 99：2007）, 日本工業標準調査会適合性評価部会 審議（日本規格協会 発行）, 公表 平
成24 年6 月20 日（有効期限 平成27 年6 月19 日）. 
[2] 飯田仁志, 博士学位論文 “広帯域高周波雑音の精密計測に関する研究,” 電気通信大学
大学院情報理工学研究科, 2011年12月. 
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付録B：ブリッジ回路 
 
 
キャパシタンス標準では測定回路としてブリッジ回路を用いる。本付録 Bでは、このブ
リッジ回路のうち最も基本的な2端子対型ブリッジ回路について、その詳細を記述する。 
 
B-1.   2端子対型ブリッジ回路の測定対象 
 2端子対型ブリッジ回路の測定対象となるのは2端子対定義による構造をもったインピー
ダンス[1]である。2端子対定義では、図B-1に示すように、被測定素子(Z)が2端子で、その
全体が外部導体で覆われた構造（2端子対構造）を考える。図中の細線は同軸構造の内部導
体を、太線は外部導体を表わす。また、Ye, Yiは内部導体と外部導体間に存在するシャント
アドミタンスを表わす。2端子対構造をもつインピーダンス素子は2端子対インピーダンス
と呼ばれ、その端子対はポート（port）と呼ばれる。 
2端子対インピーダンスは2つの条件（2端子対定義）； 
1) 同軸構造の内部導体と外部導体を流れる電流が“大きさが同じで向きが逆”
の関係にある、 
2) V2=0、 
が同時に満たされているとき、Yeや Yi、外部磁界との誘導結合などの影響を排除するこ
とができる。 
2端子対定義が満たされた状態の2端子対インピーダンスZは、 
2
1
0V
VZ I =
=     (2-7) 
で与えられる。  
Ye
port 1
V2＝0
I
I
port 2
Z
V1 Yi
 
図B-1 2端子対インピーダンス 
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B-2 2端子対型ブリッジ回路[1] 
 一般にインピーダンスを測定するためのブリッジ回路では、インピーダンスが既知の標
準器 Zsと未知の測定対象 Zxを直列に接続して等しい電流を流したとき、それぞれの両端
電圧の比Vx/Vsを測定し、この比をもとにインピーダンスの比を推定する。このとき、電圧
の比を実現する比例辺の実現方法によってブリッジ回路の種類が大きく2つに分類される。
一つが、インピーダンス比が既知の 2つの素子で比例辺を構成する四辺ブリッジ回路であ
る。もう一つがトランス（変成器）あるいは誘導分圧器で比例辺を構成する変成器ブリッ
ジ回路である。キャパシタンス標準で用いる 2端子対型ブリッジ回路はこの変成器ブリッ
ジ回路の一種である。 
 図B-2に2端子対ブリッジ回路の基本回路図を示す。図中の細線が同軸線路の内部導体、
太線が外部導体を表す。 
 
ZA
port 1B
port 1A
port 
2A
注入電圧
∆V
Dm
Vb
ZB
┃；Coaxial choke
port 
2B
電源
V
2端子対型精密トランス
磁気コア
検出器
Va
(A) (B)
 
 
図B-2 2端子対型ブリッジ回路の基本回路図 
 
 2端子対型精密トランスの1次側に電源Vを接続する。そして、2次側に比較対象である
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2つの2端子対型インピーダンスZAおよびZBを接続する。このとき、2端子対型精密トラ
ンスの2次側出力電圧Va, Vbと2端子対型インピーダンスZA, ZBの間に以下の関係が成り立
っている必要がある。 
aA
B b
VZ
Z V≈    (式B-1) 
また、ZAとZBの間にヌル点検出器が接続し、その指示値がゼロとなるように注入電圧ΔV
を調整する。注入電圧ΔVを調整して2端子対型ブリッジ回路を平衡状態にすると、 
aA
B b
VZ
Z V V= +D    (式B-2) 
の関係が成り立つ。 
キャパシタンス標準の分野で行われる測定では、2端子対インピーダンス ZA、ZBの比の
公称比からのズレが極めて小さいと想定できる。このような場合、注入電圧ΔVに対して、 
1VD     (式B-3) 
と仮定することができる。式 B-3の関係から、式 B-2は以下に示すように近似することが
できる。 
a aA
B b
b
b
a
b b
1
1
V VZ
Z V V VV V
V V
V V
= =+D  D+  
 D≈ −  
   (式B-4) 
 
式B-4において、電源電圧比Va/Vbは誘導分圧器の分圧比の国家標準を基準として高精度
に校正可能な量である。また、2端子対インピーダンス ZA、ZBのうち、どちらか一方が既
知であれば、ブリッジによる測定値ΔV/Vbから、未知のインピーダンスを求めることができ
る。 
ブリッジ回路が平衡状態のとき（検出器の指示がヌルであるとき）、2端子対定義の諸条
件のうち2端子対インピーダンスのport2の電圧がゼロ”という条件が達成される。また、2
端子対定義の諸条件のうち、同軸構造の内部導体と外部導体を流れる電流は、チョークコ
ア[2]を用いることで、“大きさが同じで向きが逆”の関係にしている。 
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B-3 2端子対型ブリッジ回路の注入電圧ΔVを実現するための回路 
 図B-3に注入電圧ΔVを実現するための回路の一例を示す。本回路では簡単のため同軸線
路の内部導体だけを示す。 
 
注入電圧（実部）調整用
誘導分圧器
注入電圧（虚部）調整用
誘導分圧器
精密トランスの
磁気コア
電圧注入用
トランス
(A) (B)注入電圧∆V
C
基準
電圧
V0
αV0（分圧比α）
β V0（分圧比β） R
 
図B-3 注入電圧ΔVを実現するための回路の一例 
  
 この回路による注入電圧ΔVの調整の手順は以下のとおりである。まず、注入電圧ΔVの
基準となる電圧 V0は、2端子対型精密トランスの 2次側にまかれた注入電圧用の巻線から
とり、その基準電圧V0を2台の誘導分圧器に入力する。図B-3の注入電圧（実部）調整用
誘導分圧器の分圧比の設定値αを調整することで、注入電圧ΔVの実部の大きさを調整する。
また、注入電圧（実部）調整用誘導分圧器の出力端には既知のキャパシタCおよびRが接
続されており、注入電圧（虚部）調整用誘導分圧器の分圧比の設定値βを調整することで、
注入電圧ΔVの虚部の大きさを調整する。2台の誘導分圧器によって調整された注入電圧ΔV
は(A)端子━(B)端子間に接続されたトランスを介して、2端子対型ブリッジ回路のVb側（ 図
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B-2の回路の(A)端子━(B)端子間）へ注入される。 
精密トランス製作時のトランス巻数から、注入電圧 ΔVの基準電圧 V0は既知である。ま
た、注入電圧 ΔVの虚部の調整に用いるキャパシタ Cおよび抵抗 Rの値も既知である。そ
のため、2端子対型ブリッジ回路の平衡状態における2台の誘導分圧器の分圧比の設定値が
分かれば、ブリッジ回路の平衡状態における注入電圧ΔVの大きさが分かる。2端子対型ブ
リッジ回路を用いた測定における測定値（読み値）は、この 2台の誘導分圧器の分圧比の
設定値である。 
注入電圧ΔVの基準電圧V0とVbの大きさが等しくなるように精密トランスを製作してい
れば、ΔV/Vbの実部においては次式の関係が成り立ち、誘導分圧器の分圧比の設定値を直読
すればよい。 
b 0
V V
V V α
D D= =    (式B-5) 
 
 
B-4 付録Bの参考文献 
[1] B. P. Kibble and G. H. Rayner, “Coaxial AC bridges, ” Adam Hilger Ltd, Bristol , 1984. 
[2] D. N. Homan, “Applications of Coaxial Chokes to A-C Bridge Circuits,” J. Res. Natl. Bur. Stand. 
C 72C-2, pp. 161-165, 1968. 
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